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ずは、AfDB の「African Economic Outlook 2018」および「African Economic Outlook 2019」
にあるように、アフリカには世界で最も急速に成長している国がいくつかあるという明る

いニュースを認識することから始めたいと思います。アフリカの電力セクターも、現在、最も急速
な成長を遂げています。例えば、 2017 年に電力セクターが導入した総発電容量は（2012 年の
165MWから）175GWに達し、そのうち35GWが再生可能エネルギーによるものでした。これは、
発電投資が実際に拡大しており、2017 年にはそのペースが初めて人口増加率を上回ったことを明
確に示しています 1。
しかし、残念なニュースは、電力セクターの成長にもかかわらず、今なお 6 億人近いアフリカの
人々が発展の生命線である電気を利用できない状態にあることです。多くの国で電力会社のパフォー
マンスは低迷しており、その主な原因はガバナンスやマネジメント上の課題、貧弱な計画、不十分
な人材開発、コストを反映していない料金にあります。これが供給やサービス提供の質の低さにつ
ながっており、各地で頻発する電力供給制限、技術的・経済的損失の大きさ、顧客の不満の広がり
をもたらしています。その結果、多くの企業や消費者は、多くの場合（0.40 ドル／ KWh に達する）
はるかに高いコストでの自家発電を余儀なくされています。もっとも、太陽光発電装置の値下がり
によってグリッドパリティに達するケースもあります。
必然的に、電力会社の変革が必須になっています。電力会社が直面している上記のような課題は

多岐にわたり、電力会社が電力バリューチェーンに沿って行った投資のコストを回収し、収益性や
信用力の高いバランスシートを実現する能力を著しく制限しています。このような状況を受けて、
当行は 2016 年にアフリカのエネルギー普及のための新政策「ニューディール」（NDEA）を立ち上
げました。これは、当行の開発アジェンダにおける 5 つの最優先分野「High 5s」を推進することが
期待されている「アフリカの電化」イニシアティブに沿って、2025 年までにアフリカ大陸で電力へ
のユニバーサルアクセスを実現するための資金と専門知識を動員することを目的とした戦略的パー
トナーシップ体制に基づくものです。2017 年には、電力・エネルギー・気候・グリーン成長担当副
総裁コンプレックスが新設され、NDEA を実施するための当行全体での取り組みを推進することに
なりました。NDEA では、電力会社の変革、地域電力取引、グリーン成長が中心的な要素となって
います。
現在の調査は、当行の「持続可能な電力会社変革（SUT）」アジェンダに該当するものです。本報

告書は時宜を得たものであり、30 年以上にわたる電力セクター改革の成果をエビデンスベースのア
プローチで評価しています。本報告書では、政策、規制および制度改革、技術、資金調達、ビジネ
スモデルにおけるトレンドの変化や、民間セクター参入のために不可欠な成功要因に焦点を当てて
います。実際、ほとんどの電力会社のパフォーマンスは、その組織構造（垂直統合、完全または部
分的分離）にかかわらず、不適切な料金体系や補助金、多額の負債、偶発債務、財務赤字（2 億ド
ル～250 億ドル超）によって阻害されています。エネルギー相と財務相は、早期に、かつより緊密
に協力しなければなりません。
エネルギーセクターの政策立案者、規制機関、電力会社、電力プール、開発パートナー、投資家、

消費者、その他の関係当事者が本報告書をよく読み、すべてのアフリカ諸国の電力セクターの状況
に特有の課題や潜在的解決策の複雑性や多様性を理解するよう心からお勧めします。最終的には、
皆で力を合わせ、未来のアフリカの電力事業を創出しなければならないのです。
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970 年の設立以来、APUAはアフリカの電力相互接続ネットワークに関する調査の委託、電気技術
者養成のためのエンジニアリングスクールの設立、複数のアフリカ地域電力プール組織の創設に対

する貢献など、数々のマイルストーンを達成してきました。最近の成果としては、次のようなものが挙げら
れます。
- 2008年2月にアクラでアフリカ電気技術標準化委員会（AFSEC）の設立会議を開催。アフリカの状況に
適した規格を策定するための機関を創設するというアイデアは、2000 年代初頭からAPUA が提唱してい
ました。その後、アフリカ連合委員会（AUC）とアフリカ・エネルギー委員会（AFREC）がこのアイデアを
支持しました。
- アフリカの電力セクター改革に関する評価調査。
APUA の要請により、BizClim イニシアティブを通じた欧州連合（EU）からの資金提供を受けて、アフリカ
の電力セクター改革の成果に関する調査を委託されました。調査結果は、2008年 3月27日～28日にブ
リュッセル（ベルギー）で開催された会議で発表されました。会議の提言の中には、アフリカでの改革のベ
ストプラクティス集を作成する必要性が含まれていました。ベストプラクティス集はいくつかのセクション
に分かれており、各セクションでは改革プロセスの主な目的の実施に関連して、優れていると特定された慣
行が紹介されています。ベストプラクティス集は、アフリカの電力セクターに関心を持つ政府当局、専門家、
電力会社、その他の意思決定者や国際機関のために、戦略的分析や意思決定支援ツールを盛り込むよう設
計されています。
- アフリカの電力プールの役割を強化するために、APUA は中部アフリカ諸国経済共同体（ECCAS）の専
門機関である中部アフリカ地域電力プール（PEAC）や、東南部アフリカ市場共同体（COMESA）の専門機
関である東アフリカ電力プール（EAPP）の設立に積極的に参加しました。その後、マグレブ電力委員会
（COMELEC）、西アフリカ電力プール（WAPP）、南部アフリカ電力プール（SAPP）、PEAC、EAPPといった
すべての地域電力プールが、APUAとAFREC（AUC）の支援の下、2005年にルサカにおいて協力のため
の了解覚書（MOU）の締結に合意しました。
過去10年の間に、APUA に加盟している大半のアフリカの電力会社は多くの変化を遂げてきました。ほ

とんどの電力セクター改革プログラムが主な目的としている、国営電力会社の商業、財務、技術、マネジメ
ント上のパフォーマンス改善は成功したでしょうか。さまざまな電力セクター改革はどのような成果を上げ
ているでしょうか。近年、APUAとアフリカ開発銀行の協力関係や特権的パートナーシップが大幅に強化さ
れていることで、アフリカの電力セクター改革に関する2008年の調査を共同で再検討し、新たな破壊的技
術のブレークスルーやインパクトなど、電力セクターの重大な変化という観点からその影響について分析
を深めるという興味深い機会を得ることができました。
アフリカの電力セクターの弱点や課題から教訓を導き出した本報告書の調査結果を読むことで、アフリ
カ各国の電力セクターの効率的なマネジメントのために、情報に基づく意思決定を行う方法や手段を必ず
や共同で考え出すことができると確信しています。

1



AfDB アフリカ開発銀行

アフリカ・エネルギー委員会

アフリカ電力会社連合

ビルド・オウン・オペレート

ビルド・オウン・オペレート・トランスファー

マグレブ電力委員会

集光型太陽熱発電

開発金融機関

東アフリカ電力プール

設計・調達・建設

電力セクター改革法

電力規制指標

企業資源計画

エネルギーセクター管理支援プログラム

固定価格買取制度

地理情報システム

全地球測位システム

ウガンダ政府

ギガワット（発電容量）

国際通貨基金

独立発電事業者

独立系統運用者

キロワット時（エネルギー）

アフリカにおけるインフラ投資改革・規制の管理

メガワット（発電容量）

アフリカのエネルギー普及のための新政策「ニューディール」

国家電力政策

ナイジェリア電力規制委員会

AFREC
APUA
BOO
BOOT
COMELEC
CSP
DFIs
EAPP
EPC
EPSRA
ERI
ERP
ESMAP
FiT
GISs
GPS
GoU
GW
IMF
IPPs
ISO
kWh
MIRA
MW
NDEA
NEPP
NERC

略語



PESD
PEVP
PI
PIDA
PIDA-PAP
PPA
PSP
PV
REA
RE
REIPPPP
REPO
R-G
RI
RRI
SAIDI
SAIFI
SAPP
SE4ALL
SPPs
SUT
USD, $
WAPP
WB

電力システム開発局

電力・エネルギー・気候変動・グリーン成長副総裁コンプレックス

パフォーマンス指標

アフリカ・インフラ開発プログラム（AfDB）

アフリカ・インフラ開発プログラム・優先行動計画

電力購入契約

民間セクター参加

太陽光発電

地方エネルギー庁

再生可能エネルギー

再生可能エネルギー独立発電事業者調達プログラム

買い戻し義務

改革・ガバナンス指標

改革指標

規制改革指標

系統平均停電時間指数

系統平均停電頻度指数

南部アフリカ電力プール

万人のための持続可能なエネルギー

小規模発電事業者

持続可能な電力会社変革

米ドル―本報告書に記載されている価格はすべて米ドルで表示されている

西アフリカ電力プール

世界銀行

略語





謝辞　4
アフリカ開発銀行（AfDB）の序文　5
アフリカ電力会社連合（APUA）の序文　6
略語　8
エグゼクティブサマリー　14

1 アフリカの電力セクター改革 
― 経験を反映し、改革の新たな波を予想する　22

1.1. 　　電力会社の課題の概要　22
1.2. 　　電力セクター改革のストーリーを理解する　23
1.3. 　　2019年から2030年までの変化と改革の新たな波を予想する　24
1.4. 　　本調査のアプローチをマッピングする　24

 

2 アフリカの電力セクター改革の現状　26
2.1. 　　電力会社の構造　29
2.2. 　　電力セクターのガバナンスと規制　31
2.3. 　　改革の観点から見た電力セクターの資金調達と民間参加　33
2.4. 　　電力への接続の拡大　37
2.5. 　　地域統合の取り組み：電力取引と最小コスト発電の促進　38
2.6. 　　再生可能エネルギーとグリーン成長への移行　39

3 政治経済の観点から見た改革　43
3.1. 　　電力セクターの財務、構造、パフォーマンス　44
3.2. 　　マクロ経済環境：危機、低開発、国際的トレンド　44
3.3. 　　社会政治環境：政情不安、汚職、不平等　45
3.4. 　　制度的環境：国内制度、政治的リーダーシップ、国際機関　46

4 改革の展望：機会と課題　49

4.1. 　　アフリカの電力セクターは引き続き弱さと不安に直面　49
4.2. 　　変化、挑戦、楽観主義がアフリカにおける改革の次の10年を定義　51
4.2.1. 　破壊的技術が電力セクター改革の新たな波を促進　51
4.2.2. 　アフリカの電力会社は電力技術や市場におけるイノベーションの関連性、影響、
　　　　タイミングの予測を開始　53
4.2.3. 　未来の電力会社の登場　55
4.3. 　　持続可能な電力事業変革アジェンダの実施　56

5 改革の次の波を設計・実施するための政策的な意味合い　58
5.1. 　　「標準モデル」改革から取り入れた要素は電力セクターのパフォーマンス向上になお有効　58
5.2. 　　未来に立ち向かうためには、政策、規制、市場、制度の積極的な改革が必要　59
5.3. 　　電力セクター改革を成功させるためには政治経済的要因やプロセスについて慎重な考慮が必要　60
5.4. 　　電力セクター改革の次の波は目の前　61

目次



付録
附録1：方法論 ― アンケート　64
附録2：アンケート回答者　64
附録3：改革指標とパフォーマンス指標の対象国一覧　66
附録4：方法論 ― 改革指標とパフォーマンス指標　67
改革指標（RI） 67
パフォーマンス指標（PI） 70
附録5：アフリカのIPPに関する追加データ　72
附録6：参考文献　73

図
図1 ― 国別の改革の現状を示す電力セクター改革指標（%） 26
図2 ― ガバナンス・ランキングと組み合わせた改革状況を示すR-G指標（均等加重） 27
図3 ― 電力セクターのパフォーマンス指標のスコアと個別指標（%） 27
図4 ― R-G指標とパフォーマンス指標の比較　28
図5 ― 42カ国の電力セクターの構造と民間参加　29
図6 ― アフリカにおける電力セクター規制：規制改革指標　31
図7 ― アフリカにおける発電のための国際競争入札　33
図8 ― アフリカにおけるIPP：総設備容量に占める割合（%）と国別の投資額（ドル） 34
図9 ― アフリカにおける家庭用電力接続の割合　36
図10 ― 2008年以降のIPPの追加（技術タイプ別） 39
図11 ― アフリカにおける競争入札の進展　40
図12 ― 電力セクター改革の主な原動力　43
図13 ― 改革の障害　43
図14 ― ガバナンス・ランキング　46
図15 ― 潜在的な関心度（26件の回答の平均） 50
図16 ― 電力セクターの機関は今後のトレンドや課題に対処するための態勢を整えているか？　51
図17 ― 変化する世界の電源構成　52
図18 ― 新たなトレンドの関連性、影響、認識に関する平均評価（5点満点） 53
図19 ― 新たなトレンドの影響はいつごろ現れるか？（回答の平均） 54
図20 ― トレンドへの政策対応や規制対応を導入している国の割合　55
図21 ― 各国のIPPの数　72
図22 ― 各国のIPP総投資額　72
図23 ― 各国のIPPの設備容量　72

囲み
囲み1 ― ウガンダにおける再編改革と民間参加　30
囲み2 ― ナイジェリアの規制改革　32
囲み3 ― 南アフリカにおける改革と民間参加　35
囲み4 ― タンザニアにおけるオフグリッドおよびミニグリッドを通じた電化　37
囲み5 ― ガーナにおける再生可能エネルギーアプローチ　41

表
表1 ― 新たなトレンドに関する関連性と影響のスコアの詳細　54
表2 ― アンケート回答者　65
表3 ― 改革指標とパフォーマンス指標を算出するためのデータの有無　66
表4 ― 改革指標のスコア配分　68
表5 ― 規制機関の成熟度に関するスコア配分　68
表6 ― 規制機関の独立性に関するスコア配分　69
表7 ― 電力セクターPIのスコア配分　70





14 アフリカの電力セクター改革再考

背景と電力会社のパフォーマンスに関連する
既存の取り組み

 

エグゼクティブサマリー

____________
2  B. Pauly et al., Best Practices: Power Sector Reform in Africa, UPDEA/APUA, www.apua-asea.org/updea/archiv/UPDEA_Best_Practice_en.pdf.
3 African Development Bank, Light Up and Power Africa - A New Deal on Energy for Africa, www.afdb.org/en/the-high-5/light-up-and-power-africa-%E2%80%93-a-new-deal-on-energy-for-
africa/。「アフリカの電化」という柱は、High 5s（5つの最優先分野）における他の4つのテーマ（食料増産、工業化、地域統合、生活の質の向上）の実施を後押しするものである。

本報告書は、アフリカの電力セクター改革に関してアフリ
カ開発銀行（AfDB）とアフリカ電力会社連合（APUA）が
過去に行った評価をアップデートするものである。APUA は
2008 年に、アフリカの19カ国を対象に電力セクター改革に
関する調査を実施した。2008 年の調査では、改革の背景に
ある理由、原動力、きっかけ、改革を推進する関係者、改革
の設計と実施、電力会社のパフォーマンスへの影響、改革の
主な成功要因と失敗要因が検証された。2008 年の調査は、
9 カ国のケーススタディをもとにした「ベストプラクティス集
（Compendium of best practices）」（2009 年）によって補
完された。ケーススタディでは、投資資金の調達、効率性の
向上、改革目標を達成するための法規制枠組みの設計という
3 つのカテゴリーについて、実施上のガイドラインが示され
ている2。
2016 年に、AfDB はパートナーシップ主導の新たな取り
組み、いわゆるアフリカのエネルギー普及のための新政策
「ニューディール」（NDEA）を導入した。この取り組みは「ア
フリカの電化」を目的とし、2025 年までにアフリカ大陸で電
気へのユニバーサルアクセスを実現することを目指してい
る 3。AfDB の電力・エネルギー・気候・グリーン成長担当副
総裁コンプレックス（PEVP）は、発電容量の増大、電力網の
拡充、地域電力市場の構築、電力会社のパフォーマンス向上
を目的としたプロジェクトの計画・開発・資金調達のための技
術援助を行うなど、NDEAの目的を達成するためにAfDBの
加盟国や電力セクターのプレーヤーを支援している。
AfDBは2017年に「持続可能な電力会社変革（SUT）」ア

ジェンダを立ち上げた。このアジェンダの目的は、アフリカ
の電力会社の信用力を高め、国際的ベンチマークに基づくパ
フォーマンスへの転換を加速させることにある。SUT の主な
活動分野は、1）最小コストの総合的資源計画、2）電力セ
クターおよび電力会社のガバナンス、マネジメント、リーダー
シップ、3）セクターおよび組織改革、財務的な持続可能性、
4）人材開発、5）スマートパートナーシップである。

本報告書では、AfDB と APUA がアフリカの経験を検証
し、改革の実施と成功要因に関する貴重な教訓を紹介する。
これらの教訓は、新たな課題に適応するための政策、プログ
ラム、規制枠組みを設計する際の指針となる。アフリカの進

歩を促したり、他地域と比べた「飛躍的」発展を後押しした
りするための取り組みを支援するには、政策的な意味合いを
理解することが欠かせない。本報告書では、経済、政治、電
力セクターに影響を及ぼす最近の技術動向、イノベーション、
変革に由来する新たなニーズや関心事項をマッピングし、そ
れに答えることにも焦点を当てている。

調査方法

30件の質問からなる詳細なアンケートを通じてAPUAの
会員ネットワーク内の電力会社専門家や他のセクター専門
家から集められた現地に即した回答や観点は、本調査を具
体化する上で重要であった。回答者の知見は、それぞれの国
の状況を広範かつ具体的に理解する助けとなり、以下のこと
を可能にしてくれた。
1. 過去数十年における電力セクター改革の経験を検証
し、電力セクターの改革のプロセス、イベント、背景、原
動力、成果（または現状）をマッピングする。
2. 新たな、または来るべきトレンドや課題に対する各国
の回答者の理解、関心、期待の度合いを調査することで、
改革の地平に目を向ける。

本調査の第一の前提は、電力改革に関連するアフリカの
電力セクター当事者の経験を検証することである。その目的
は、アフリカにおける改革の現在の実施状況、広がり、展望
（セクション2）、改革を取り巻く状況と原動力（セクション3）、
差し迫った変化や今後の課題に関する見通し（セクション4）、
将来のニーズに対応するための政策的な意味合い（セクショ
ン 5）について、ローカルな視点を生み出すことにある。これ
は、アフリカ諸国が電力セクターに関して共通のビジョンと目
標を定めるという要求に応えるとともに、それぞれのニーズ
に合った開発への道筋を定義する余地を各国に与えるもので
ある。

電力セクター改革の状況 
― 改革の新たな波を反映：

1990 年代初頭、世界銀行（WB）と国際通貨基金（IMF）
をはじめとする開発金融機関（DFI）は、経済全体の自由化、
商業化、再編を促進する構造調整要件を付与した条件付き
融資を各国に提供した。特に、一部の政府に対しては、電力

会社の破綻に対応するための「標準モデル」の採用など、電
力セクター改革と結びつけて融資を行った。
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国別の改革の現状を示す電力セクター改革指標（%）

____________
4 セクション4を参照。
5  再編を行った10カ国は次の通り。アルジェリア、アンゴラ、エチオピア、ガーナ、ケニア、レソト、ナイジェリア、スーダン、ウガンダ、ジンバブエ。

会社の破綻に対応するための「標準モデル」の採用など、電
力セクター改革と結びつけて融資を行った。
DFI が推進する「標準モデル」改革の要素には以下が含ま
れる。

・　電力会社の商業化と経営の民営化
・　発電・送電・配電サービスを分離するための国営独占電
力会社の再編

・　独立した規制機関の設立とコスト反映型電力料金の導入
・　民間セクター参加（PSP）を可能にする電力セクターの開
放

・　卸売顧客と小売顧客を対象とした完全競争の実現を目的
とする、大規模調達を通じた市場競争の導入。

「標準モデル」改革はアフリカの電力セクター・バリュー
チェーンのすべての部門を対象としており、それぞれの方法
は大きく異なる。電力会社は、発電・送電・配電の各部門を
分離することでインセンティブを合理化し、運用効率を高め
るために、多くの国で再編の対象となってきた（セクション 0
参照）。ほとんどの国では、各セクターの運用者のライセンス
を監督し、料金や価格設定を管理するための規制機関が設
置されている（セクション 2.2 参照）。発電部門では民間資本
が広く導入されており、独立発電事業者（IPP）による新規発
電所の建設や国内送電網への接続が容易にできるようになっ
ている。多くの国では、民間企業が電力事業を運営するため
のコンセッション契約など、他の形の PSP もテストされてい
る（セクション3参照）。追加の発電容量を調達するための競
争は、主にIPP入札を通じて行われた。
しかし、標準モデルで提案されている杓子定規な構造調
整では、往々にして地元の懸念事項、ビジョン、ニーズを汲

み取ることができなかった。ほとんどのセクター関係者にとっ
て、改革の論理や意図する成果は不明瞭または懐疑的に映り、
そのためそれらの措置に対するローカルオーナーシップやサ
ポートは低水準にとどまった。外国の金融機関、投資家、開
発機関の疑念は、電力網や資産の戦略的な重要性と相まって、
改革が民間セクター当事者に有利になるよう設計され、それ
によって地元企業が不利な扱いを受けることで、エネルギー
安全保障が脅かされるのではないかという不安を引き起こし
た。
さらに、改革の第一波では、電力やクリーンエネルギー源
へのアクセスを拡大するという社会的・政治的目標や、公平
性や購入可能性の向上は優先されていなかった。代わりに、
これらの分野での進展を促進するために、特定の電化・農村
地域エネルギープログラムやアクセス拡大のための資金提
供、低所得世帯のライフライン料金を支援するための特定補
助金や相互補助金などを通じて、並行した取り組みを実施し
なければならないことが多かった4。

アフリカ電力セクター改革の現状

アフリカの電力セクターは、その多くが IPP の参入を認め
ているとはいえ、いまだに伝統的な統合型の独占電力会社構
造を概ね維持している。本調査が対象とした42カ国のうち、
電力セクターを部分的または完全に分離しているのはわずか
10カ国（24%）に過ぎない5。それ以外の国では、最小コスト
の発電計画、電力調達、系統運用と給電、送配電計画といっ
た責務を遂行する独立系統運用者の再編や設立の可能性が
検討されている。そのため、ケニア、ナイジェリア、ガーナ、
ウガンダなど改革の実績が豊富な国が、他の国と比べて上位
にランクされている（下表参照）。
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アフリカにおける発電のための国際競争入札

出所：調査アンケート、MIRAデータベース（2019）、AfDB（2018）。
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発電のための国際競争入札を
実施したことがある

規制改革指標のスコア

ほとんどのアフリカ諸国にとっては規制改革が改革プロセ
スの第一歩となっており、本調査の対象 42 カ国中 33 カ国
（79%）が電力規制機関を設立している。独立した規制機関
を設立する目的は、電力セクターを監督するための明確な規
則や仕組み、電力事業者のコスト反映型料金など、電力会社、
消費者、民間運用者のためのルールに基づく公平な競争環
境を作ることにある。アフリカの多くの電力規制機関にとって
は、政府やその他の利害関係者からの独立性が依然として課
題となっており、効果的な規制機能の遂行が妨げられている。
アフリカの電力セクターへの資本投資流入の自由化は、改
革目標の最前線に置かれることが多い。このセクターで最も
急成長している民間セクターの投資源は、中国が資金拠出す
るプロジェクトと並んで、IPP である。IPPは現在、30カ国以
上に存在しており、270 の発電所が稼働中または建設中で、
その総発電容量は 27GW を超えている。これは約 517 億ド
ルの投資に相当する（下図参照）。送電投資は、発電と同じよ
うな民間投資流入の恩恵を受けていない。送電に何らかの形
で民間セクターが参加している国はほんの一握りに過ぎない。
いくつかの国では、電力セクターのさまざまな部門において、
コンセッション、アフェルマージュ、完全民営化プログラム

という形で民間経営が導入されている。時には、これが議論
を巻き起こし、契約が覆ることさえあった。汚職の度合い、
法の支配、規制環境などのガバナンスの質は、電力セクター
における民間投資の透明性と安定性を支える重要な要素であ
る。
電力へのアクセスや購入可能性の格差解消に関しては、

改革だけでは問題の解決には程遠い（セクション 4 参照）。
補完的な政策、計画、資金調達、電化のための専用機関のす
べてが、電力セクター改革の方向性を示すのに貢献しており、
電化の拡大、エネルギーへのアクセス向上、貧しい家庭にとっ
ての購入可能性の向上を目的とする各国の取り組みを支援し
ている。ほとんどのアフリカ諸国では、農村地域の電化を担
当する国家機関が設立されている。アフリカ大陸における低
コスト電力の供給と輸送には、地域統合や送電相互接続のた
めの大規模な投資と計画が必要であり、その一部はすでに進
行中である（セクション 5）。一方、「標準モデル」改革に必
要な制度、構造、手続きの調整は、再生可能エネルギー発電
の透明かつ公平で信頼性が高く、競争力のある調達への道を
開くことで、多くの国の再生可能エネルギー政策の礎となっ
ている（セクション6）。
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出所：調査アンケートおよびEberhard and Godinho（2017）に
         基づいて本報告書作成者が作成したMIRAデータベース。

42カ国の電力セクターの構造と民間参加

KEY 

____________
6 改革・ガバナンス指標とパフォーマンス指標の相関係数は0.58で（ピアソン係数、完全相関は1.0）、これはやや強い正の相関を示している。ガバナンス指標を除外し、改革指標のみをパフォーマンス指標の
スコアと比較すると、改革指標とパフォーマンス指標の間の正の相関は0.45に低下する。

改革は電力セクターのパフォーマンスに間接的な影響を
及ぼす。本調査では、ある国で導入された改革のレベルを比
較し、その国の電力セクターのパフォーマンスをランク付け
するために、改革・ガバナンス指標とパフォーマンス指標を
開発した。これらの指標を並べて見ることで、その国の改革
の実施状況、ガバナンスの質、電力セクターのパフォーマン
スの間の関係が浮かび上がる。いくつかの外れ値があるため
さらなる分析が必要ではあるものの、特にその国のガバナン
スの質を考慮すると、明確な正のトレンドがあることは明ら
かである（下図参照）6。このことは、電力セクターの改革や
改善を目的とした政治、経済、金融措置が完全な成功を収め
られるのは、安定的で透明性の高いルールに基づく環境にお
いてのみである、という理解と合致する。だが、それだけでは
全体像は見えない。ガバナンスに加えて、改革が成功するか
どうかは、それぞれの措置に対するローカルオーナーシップ

やサポートに大きく左右される。電力へのアクセスや購入可
能性のようなパフォーマンス指標の改善は、農村電化のため
の確固たる計画プロセスのほか、的を絞った政策介入、規制
措置、資金配分に依存している。同様に、運用と財務のパ
フォーマンスを改善するには、効果的な計画環境、適切な制
度と投資能力、管理・技術能力を向上させるための的を絞っ
た介入が必要である。
ミニグリッドとオフグリッドの電力供給モデル、特に小型
モジュール式再生可能エネルギー発電技術を利用したもの
は、遠隔地のコミュニティにとってますます魅力的でコスト競
争力のあるものになっている。調査回答者の半数以上（全員
がサハラ以南のアフリカ出身）が、自国にはミニグリッド産業
が存在すると報告している。これらの産業は、特にAfDBをは
じめとする開発機関の支援を受けて急速に成長している。

地域電力相互接続に向けた継続的な取り組みは、依然と
して最適なシステムパフォーマンスを支援するための重要な
手段である。1990 年代以降、アフリカではさまざまな電力
プール、共通電力網、そして二国間発電・送電システムが、
地域レベルの電力計画に新たな道を提供してきた。それにも
かかわらず、電力取引はなお想定された目標よりも遅れてい
る。アフリカの多くの電力プールは資金不足に苦しんでおり、
送電投資やメンテナンスが不十分なことも、電力プールが望
ましい取引能力を実現するのを妨げている。
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バイオマス：1.8%
コンバインドサイクル
ガスタービン：
3.6% 

地熱：1.8%

重質燃料油：2.3%

水力：10.8%

中速ディーゼル／重質燃料油：
4.5%

オープンサイクルガスタービン：
5.0%

太陽熱：3.6%

太陽光：42.8%

廃棄物／バガス：
3.6%

風力：18.5%

出所：本報告書作成者が調査アンケートから算出した指標をSONELGAZ（2012）、世界銀行（2014）、世界銀行（2016）、
         EEHC（2017）、NamPower（2017）、世界銀行（2018）、AfDB（2018）のデータで補完。

2008年以降のIPPの追加（技術タイプ別）

地域電力相互接続に向けた継続的な取り組みは、依然
として最適なシステムパフォーマンスを支援するための
重要な手段である。1990 年代以降、アフリカではさま
ざまな電力プール、共通電力網、そして二国間発電・送
電システムが、地域レベルの電力計画に新たな道を提供
してきた。それにもかかわらず、電力取引はなお想定さ
れた目標よりも遅れている。アフリカの多くの電力プー
ルは資金不足に苦しんでおり、送電への投資やメンテナ
ンスが不十分なことも、電力プールが望ましい取引能力
を実現するのを妨げている。

過去 10 年間に起きた太陽エネルギー価格や風力エネ
ルギー価格の前例のないブレークスルーによって、変動
性再生可能エネルギー発電技術を利用するアフリカ諸国
の動きに拍車がかかっている。調査回答者全員が、自国
では再生可能エネルギーを推進するための国内法や政策
が導入されたと報告している。民間投資への発電の開放
は、国内送電網に再生可能エネルギーを加える上で大き
な原動力となっている。過去 10 年間だけでも、IPP に
よる新規発電容量の 42% 以上が太陽光発電であり、
37% 以上が風力、水力、バイオマス、地熱などその他
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改革・ガバナンス指標とパフォーマンス指標の比較

石炭：1.8%

の再生可能エネルギー発電であった。オークション（国
際競争入札プログラム）は今や、新たな再生可能エネル
ギープロジェクトの最も低価格での実施を保証するため
の確立されたトレンドとなっている。
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改革の障害 ― 回答頻度
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の再生可能エネルギー発電であった。オークション（国際競争
入札プログラム）は今や、新たな再生可能エネルギープロジェ
クトの最も低価格での実施を保証するための確立されたトレン
ドとなっている。

改革の政治経済的背景

電力セクターガバナンスという複雑な政治経済に対処する
ことは、多くのアフリカ諸国にとって依然として課題となってい
る。電力セクターは経済の中心であるため、高度に政治化され
ており、改革を巡って激しい議論が交わされている。改革プロ

グラムは、電力会社のパフォーマンスを向上させ、投資を呼び
込み、金融危機を食い止めるための戦略として説明されること
が多い。また、関係当事者は改革の行き詰まりや失敗を説明す
るために、ガバナンス、汚職、政治的な既得権益の問題を引き
合いに出す。アフリカの多くの電力セクターでは、政情不安が
こうした課題の一因となっている。マクロ経済的要因も、しばし
ば予期せぬ形で改革の行方を決定してきた。例えば、電力会
社の財務パフォーマンスや政府予算に影響を及ぼす為替レー
トや燃料価格の高い変動性、インフレ率、通貨切り下げなど
である。他に、明確なリーダーシップや技術的ノウハウの欠如
が改革の実施や遂行を妨げている場合もある。

改革の展望：機会と課題

今日、技術や金融のイノベーションが、政治、経済、人口動態、
環境の変化と相まって、アフリカの電力事情に新たな時代の到
来を告げている。電力網はこれらの変化に応じて変容し、送電
網の再編成や関係当事者の役割の再定義が起きるだろう。こ
れにより、電力セクターの経済政策やマネジメントは新たな問
題を突きつけられる。電力会社、規制枠組み、電力市場は、役割、
力学、構造、プレーヤーの変化に適応するために、新たな解決
策を必要としている。電力セクターの将来について、調査対象
のセクター専門家は投資誘致というテーマの切迫感の高まり
を指摘し、次いでエネルギー安全保障、電力会社のパフォーマ
ンスといった問題を挙げた。意外ではないが、回答者は電力の
接続についても、このセクターの将来にとって重大な問題であ
ると評価している。気候変動は中程度の関心事であるようだ。
国家の主権とガバナンスという政治的問題は、セクター専門
家の関心が最も薄い。
　破壊的技術は新たな機会をもたらしており、それを利用す
るための新たな規制、政策、経済的手段の必要性を引き起こ
している。アフリカで2030年までに追加される発電容量は、

水力、天然ガス、太陽光、風力、地熱、バイオマスが大部分
を占めるとみられる。一方、アフリカの電力需要は毎年約 6%
ずつ増加する見通しで、一部の地域では伸び率が 11% に達
すると見込まれている。アフリカでは、入札の成功に後押し
されて、太陽エネルギーや風力エネルギーもブレークスルー
を果たしており、補助金なしの安価なグリッド接続電力を供
給している。個人が（ソーラーホームシステムによる）エネル
ギー生成や（スマートデバイスによる）エネルギー消費をコ
ントロールできるようになるにつれ、新世代の生産消費者（す
なわちプロシューマー）にとって、電力は双方向に流れるもの
となるだろう。分散型台帳やブロックチェーン技術が世帯
間決済技術として台頭する可能性がある。電化率の低い国
では、ミニグリッド・システムやオフグリッド・システムに
実りの多いチャンスがある。これらの創造的破壊を受けて、
新たな形状のスマートグリッドも登場し始めるだろう。
このような変化は、アフリカの電力セクターに急激な影響を
与える可能性がある。ほとんどの国ではまだ電化率が低く、送
電網も小規模であるため、アフリカ大陸ではまだ卸売電力市
場や小売電力市場が稼働していない。アフリカには、実現技術、
ビジネスモデル、系統運用、市場設計のイノベーションを受け

入れるための機会がある。各国は、電力会社の再編という
1990 年代のアイデアを見直し、電力セクターの機動力や強靭
性を高めるための創造的なソリューションを構築する必要があ
る。電力セクターが新たな技術やビジネスモデルを採用しつつ、
持続可能な形で新たな資金源を呼び込もうとするのであれば、
それらが不可欠である。送電網の変動性、柔軟性、信頼性、強度、
質を管理するためには、独立した系統運用者や市場運用者を
設立する必要がある。
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入れるための機会がある。各国は、電力会社の再編という
1990 年代のアイデアを見直し、電力セクターの機動力や強靭
性を高めるための創造的なソリューションを構築する必要があ
る。電力セクターが新たな技術やビジネスモデルを採用しつつ、
持続可能な形で新たな資金源を呼び込もうとするのであれば、
それらが不可欠である。送電網の変動性、柔軟性、信頼性、強度、
質を管理するためには、独立した系統運用者や市場運用者を
設立する必要がある。
ほとんどの電力セクター関係者は、このような電力市場の新
たなトレンドを承知している。また、再生可能エネルギー技術
がブレークスルーを果たしており、将来的にはミニグリッドが
急増することで電力システムがより分散化されることを認識し
ている。調査に回答した専門家のほとんどは、これらのトレンド
の影響が今後5年以内に現れると考えている。
しかし、調査対象のセクター専門家のほとんどは、電力セク
ターの機関がアンケートを通じて明らかになった今後の課題
に取り組むために、十分な準備を整えているかどうかについて
疑念を抱いている。これらの回答者は、組織、運用、規制、財
務の能力を強化するためにはさらなる能力構築が必要だと指
摘している。政策支援と新たな金融メカニズムこそが、新た
なビジネスモデルを採用し、今後の課題に対処する電力セク
ターの機関の能力を促進する追加的な要素であると回答者は
考えている。

改革の次の波のための設計および
実施上の意味合い

　「標準モデル」の処方的アプローチは、アフリカ諸国の電力
セクターが抱える課題に対して期待されたような万能薬では
なかった。電力セクターの改革と開発は、世界のほとんどの地
域において緩慢で骨の折れるプロセスであり、継続的なプロセ
スでもある。しかし、「標準モデル」改革から取り入れた要素は、
特に以下の点で、電力セクターのパフォーマンスを向上させる
上で依然として重要である。

・ 　特に規制改革を通じて、政府、民間セクター、電力会社の
役割と責任を分離し明確化する。

・ 　効果的で透明性が高く、公正なライセンシングや料金決定
を行う法的権限を持つ、独立した電力セクター規制機関を
設立し、規制機関の予算や意思決定の独立性を確保する。

・ 　必要に応じてスマート補助金を利用して、料金を予測可能
でコストを反映したものにする。

・ 　発電・送電・配電投資においてPSPの指針となる明確な法
規制枠組みを策定する。

・ 　最小コストの動的発電・送電・配電拡張計画を立てるため
の能力を高める。

・ 　新規発電のための競争調達プロセスを導入する。
・ 　電力会社のガバナンスやマネジメント、地域電力取引のた

めのインセンティブや構造を改善し、技術的・財務的なパ
フォーマンスを支える。

・ 　未来に立ち向かうためには、政策、規制、市場、制度の積
極的な改革が必要である。電力セクターの変革には、集中
型および分散型エネルギーシステムへの効率的な投資を
促し、セクター内の利益相反を最小限に抑える柔軟な改革
の枠組みが求められる。その方策を以下に示す。

・ 　発電と送電を分離して独立した送電・系統・市場運用者を
設立し、潜在的な利益相反を排除する。

・ 　電力設備の現地生産への投資などを通じて、実現技術やビ
ジネスモデルのイノベーションを取り入れる。

・ 　分散型エネルギーシステムの市場を自由化する。
・ 　エネルギーの生産者にもなりつつある消費者と接するた
めに、複雑で効率的な計測・請求システムと発電容量を
開発する。

・ 　分散型エネルギー資源やエネルギー効率の高い技術への
投資を促進するための料金、政策、市場改革を設計する。

・ 　送電相互接続とそれに関連するソフトインフラ（電力プー
ル、地域計画、規制、系統運用）に投資する。

・ 　越境取引に参加する電力プールのメンバー間で、共通の政
策、規則、執行メカニズムを策定する。

・ 　本調査は、改革が成功する背景には、優れたガバナンス
や安定性など、改革を可能にする政治的要因があること
を示している。改革を成功させるためには、以下を通じて、
関連する政治経済的要因やプロセスを慎重に考慮する必
要がある。

・ 　改革を計画する際には、一般市民、市民社会、電力セクター
関係者、政治関係者や政治団体、民間セクターの主要メ
ンバーに参加してもらう。

・ 　透明で開かれたプロセスを通じて、改革プログラムの各
段階で各国の状況を考慮する。

・ 　改革案を、電力セクターにおける国家目標の達成に役立
つかどうかに照らして評価する。

・ 　改革を設計・計画する際には、マクロ経済的問題を考慮
する。

・ 　電力セクターの発展を、市場ベースのアプローチか国家
主導のアプローチかという選択ではなく、最適なアプロー
チの組み合わせとして考える。
改革中および改革後のプロセス、関係者、実際のパフォー
マンスをモニターし、評価する。

・ 　柔軟性と耐久性、適切な速度と順序を備えた改革プログ
ラムを計画する。

・ 　アフリカ諸国全体の電力セクターに関するデータ収集・
共有のための制度的規範の策定と標準化を支援する。こ
れは、国レベルで、また（アフリカ開発銀行が 2018 年に
立ち上げた）アフリカ・エネルギー・ポータル（Africa 
Energy Portal）やアフリカ・エネルギー委員会（AFREC）
のデータベースなどの国際的な学習センターを通じて行う。
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アフリカの電力事情は過去 20 年間で大きく変化した。
独立した規制、商業化、統合型電力会社の分離、民間セク
ター参加（PSP）や競争の導入など、一連の電力セクター
改革が、程度の差こそあれ、異なる環境で異なる問題に対
処するために実施され、さまざまな結果をもたらしてきた

（Eberhard, 2017）。電力セクターの関係当事者や資金提供
者は現在、これらの改革に再び注目し、電力セクターのガ
バナンスやパフォーマンスを向上させる上での有効性を再
検証している。テクノロジーと金融のイノベーションは、政
治や経済の変化と相まって、電力事情の新たな時代の到来
を告げており、電力セクターの経済政策やマネジメントに
新たな問題を突きつけている。

アフリカ諸国は 1990 年代から、世界銀行グループを中
心とする開発金融機関（DFI）が進めている「標準モデル」
を参考に、電力セクター改革を遂行してきた。各国政府は
外部のドナーからの資金に依存しており、これは構造調整
パッケージという形で提供されることが多かった。すなわち、
権限と機能の分離や市場ベースのインセンティブの導入を
通じて、電力という戦略的経済セクターを改革するよう政
府に対して求めるものである（Gore, 2018）。だが、これま
でのところ、アフリカは改革に関する一連の「標準モデル」
を完全には採用していない（Kapika, 2013）。アフリカには
電力の卸売市場や小売市場がどこにも存在せず、国有発電
会社から分離された独立した送電網を構築している国はほ
んの一握りに過ぎない。

テクノロジーと金融の破壊的イノベーションは、電力市
場、制度、ビジネスモデルに新たな変化をもたらしている。
このようなイノベーションによって、電力会社、規制枠組み、
電力市場を再構築するための新たな改革ソリューションが
必要になっている。その一方で、多くのアフリカ諸国はいま
だに、遠隔地や貧しい人々への電力アクセスの拡大や、持
続的な電力サービスや投資を可能にするための電力会社の
運用および財務パフォーマンスの向上といった基本的な問
題に取り組んでいる。

本報告書は、アフリカの電力セクター改革に関してアフリ
カ開発銀行（AfDB）とアフリカ電力会社連合（APUA）が
過去に行った評価をアップデートするものである。APUA
は 2008 年に EUと共同で、アフリカの19 カ国を対象に電
力セクター改革に関する調査を実施した。2008 年の調査で

7  ア フ リ カ 開 発 銀 行 の「Light Up and Power Africa – A New Deal on Energy for Africa」（www.afdb.org/en/the-high-5/light-up-and-power-africa-%E2%80%93-a-new-deal-on-energy-for-
africa/）を参照。「アフリカの電化」という柱は、High 5s（5 つの最優先分野）における他の 4 つのテーマ（食料増産、工業化、地域統合、生活の質の向上）の実施を後押しするものである。

は、改革の背景にある理由、原動力、きっかけ、改革を推進
する関係者、改革の設計と実施、電力会社のパフォーマン
スへの影響、改革の主な成功要因と失敗要因が検証された。
2008 年の調査は、9 カ国のケーススタディをもとにしたベ
ストプラクティス手引書（2009年）によって補完された。ケー
ススタディでは、投資資金の調達、効率性の向上、改革目
標を達成するための法規制枠組みの設計という 3 つのカテ
ゴリーについて、実施上のガイドラインが示されている。

AfDB と APUA は継続的な取り組みやパートナーシップ
を主導し、参加している。その目的は、アフリカ各地の電
力セクターのパフォーマンスや財務的存続可能性を向上さ
せ、普遍的で信頼性の高い電力アクセスを推進し、貧困を
軽減し、電力産業の発展を支援することにある。2016 年
に、AfDB はパートナーシップ主導の新たな取り組み（エ
ネルギー普及のための新政策「ニューディール」：NDEA）
を導入した。この取り組みは「アフリカの電化」を目的と
し、2025 年までにアフリカ大陸で電力へのユニバーサル
アクセスを実現することを目指している 7。AfDB の電力・エ
ネルギー・気候・グリーン成長担当副総裁コンプレックス

（PEVP）は、NDEA の目的を達成するために AfDB 加盟国
や電力セクターのプレーヤーを支援しているほか、発電容
量の増大、送電網の拡充とパフォーマンス向上、電力会社
の構造と機能の変革を目的としたプロジェクトの計画・開発・
資金調達のための技術援助を提供している。

本報告書では、AfDB と APUA がアフリカの経験から学
んだ教訓を紹介し、改革の実施と成功要因に関する貴重な
提言を行う。アフリカの進歩を促したり、他地域と比べた「飛
躍的」発展を可能にしたりするための取り組みにとっては、、
それらの政策的な意味合いを理解することが不可欠である。
本報告書では、経済、政治、電力セクターに影響を及ぼし
ている最近の技術動向、イノベーション、変革から生じる
新たなニーズや懸念事項をマッピングし、それに対処する
ことにも焦点を当てている。

1.1. 電力会社の課題の概要

世界中の電力会社は、技術進歩に伴う新たな課題の波に
直面しているだけでなく、よりカスタマイズされたサービス
を求める消費者や市場の要求の変化にも直面している。し
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かし、アフリカのほとんどの電力会社はいまだに根本的な
課題に取り組んでおり、顧客に手頃な価格で持続可能かつ
信頼性の高い基本的な電力供給とサービスを提供する能力
が不足している。こうした状況が、アフリカ人の半数近く
が電力へのアクセスを欠いている現状や、工業化率の低さ、
GDP に占める製造業の割合の小ささ、失業率の高さにつな
がっている。実際、製造業の平均的な付加価値が GDP に
占める割合は、2017 年のサハラ以南諸国では 10％にとど
まっており 8、過去 20 年にわたって低下している。これに対
して、東アジア・太平洋地域ではこの割合が約 28% となっ
ている（World Bank, 2019）。

サービス提供の妨げとなる問題は、計画、経営、財務（コ
スト対料金）、商業、人材、技術的損失など、さまざまな
運用および技術面の課題と関係している。これらの問題が
重なることで、電力会社が電力バリューチェーンに沿って
行った投資のコストを回収し、信用力の高いバランスシート
を実現する能力が著しく制限されている。実際、ほとんど
の電力会社のパフォーマンスは、多額の負債やおよそ 2 億
～ 250 億ドルに上る赤字によって阻害されており、さらに、
その組織構造（垂直統合、完全または部分的分離）にかか
わらず、供給するエネルギーが 1キロワット時（kWh）増
えるごとに赤字が膨らむ不適切な料金体系がそれに拍車を
かけている。7 カ国の IPP プロジェクト 8 件を対象に AfDB
が 2018 年に実施したポートフォリオ分析によると、各国政
府は 16 億 5,000 万ドル近い偶発債務を抱えている（PEVP
内部統計 2018）。

長年にわたり、大規模発電所で作られた電力を送配電網
で供給するという伝統的なビジネスモデルは都市部ではか
なりうまく機能してきたが、農村部や遠隔地の需要には有
効に対処できないことが判明した。アルジェリア、エジプト、
モロッコなど、エネルギーへのアクセスが最も高いアフリカ
諸国は、系統接続と再生可能エネルギー（RE）を利用した
オフグリッド・ソリューションを組み合わせて、完全な電化
を実現している。

1.2. 電力セクター改革のストーリーを 
理解する

アフリカの電力セクター改革は、何よりも、運用の効率
性と透明性を高め、電力インフラへの投資を促進するため
の経済政策ツールとして遂行されてきた。この経済効率の
議論の裏側には、金融危機、投資の必要性、より広範な経
済発展への野心といった改革の目的が潜んでいる。

各国政府は、電力システムを拡張し、需要を満たすべく
発電容量を増強し、より多くの顧客を接続し、経済や社会
の発展を促すための目標を設定し始めた。だが、投資は相

8  GDP に占める「製造業、付加価値」の割合で、経済における製造業の役割を測定できる。

変わらず乏しく、外部資金には手が届かなかった。財務的
に持続不可能な電力会社は、システムの拡張や近代化のた
めの資金調達やマネジメントに常に苦労し、それが電力不
足、膨大な数の非電化人口、頻繁な停電や電力供給制限に
つながった。その結果、アフリカ諸国の経済発展がさらに
阻害され、社会経済的な不平等が拡大するとともに、独立
の成果に失望した人々の不満が高まった。

1990 年代初頭、世界銀行や国際通貨基金（IMF）など
の DFI は、経済全体の自由化、商業化、再編を促進する構
造調整要件を付与した条件付き融資を各国に提供した。特
に、一部の政府に対しては、電力会社の破綻に対応するた
めの「標準モデル」改革を採用した電力セクター改革と結
びつけて融資を行った。

DFI が推進する「標準モデル」改革の要素には以下が含
まれる。
・　セクター慣行の商業化と電力事業経営の企業化
・　�独立した規制の確立とコスト反映型電気料金の原則遵

守（電力会社の財務的な持続可能性を守るため）
・　�発電・送電・配電サービスの垂直および水平分離を通

じた国有独占電力会社の再編
・　�PSP や競争（市場を目指す競争と市場における競争の

両方）を可能にする電力セクターの開放と、独立した
システムおよび市場運用者（ISO）の設立（Eberhard 
and Godinho 2017）。

多くの国がこうした構造調整パッケージや勧告を受け入
れたものの、ラテンアメリカや東欧といった他の地域ほど広
範に電力セクター改革を実施したアフリカの国はなかった。
「標準モデル」改革パッケージは、国有電力会社が商業

運転を開始し、市場ベースの民間投資を呼び込むための道
筋を約束した。これにより、老朽化した発電所のテコ入れ
が行われ、大規模な停電や電力供給制限を引き起こした電
力供給危機が緩和されることになる。

しかし、こうした杓子定規な構造調整では、往々にして
地元の懸念事項、ビジョン、ニーズを汲み取ることができ
なかった。セクター関係者にとって、改革の論理や意図す
る成果は不明瞭または懐疑的に映り、そのためそれらの措
置に対するローカルオーナーシップやサポートは低水準に
とどまった。外国の金融機関、投資家、開発機関の疑念は、
電力網や電力資産の戦略的な重要性と相まって、改革が民
間セクター当事者に有利になるよう設計され、それによっ
て地元企業が不利な扱いを受けることで、エネルギー安全
保障が脅かされるのではないかという不安を引き起こした。

改革の第一波では、電力やクリーンエネルギー源へのア
クセスを拡大するという社会的・政治的目標や、公平性や
購入しやすさの改善は優先されていなかった。むしろ、こ
れらの分野での進展を促進するために、特定の電化および
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農村エネルギープログラムやアクセス拡大のための資金提
供、低所得世帯のライフライン料金を支援するための特定
補助金や相互補助金などを通じて、並行した取り組みが実
施されることが多かった 9。改革の政治的持続可能性が改善
したのは、政府が「標準モデル」措置を、エネルギーアク
セスや手頃な価格など、より多くの草の根的支持を集め、
政治的見返りを得られるテーマと組み合わせ、供給の信頼
性やサービスの質の向上を強調したときであった。

1.3. 2019 年から 2030 年までの変化と 
改革の新たな波を予想する

世界中の電力セクターにとって、今後数年間は規模の大
きい新たな課題の到来を告げるものとなる。新たなプレー
ヤーやテクノロジーの登場によって、電力セクターの状況
やニーズは急速に変化するだろう 10。例えば、大幅な値下が
りのおかげで、変動性再生可能エネルギーによる新規発電
容量が爆発的に増加し、その後、エネルギー貯蔵コストが
同じように低下してテクノロジーが普及すれば、電力会社
のビジネスモデルの必要性を含め、新たな電力系統管理の
手法やルールが必要になる。同様に、従来の規制モデルや
ビジネスモデルは新たな課題に直面しているだけでなく、
低電化地域におけるミニグリッドおよびオフグリッド電力事
業者（国有システムからの独立を望むエネルギー業界を含
む）が台頭する中で好機ももたらしている。このような変
化は、デジタル化の進展、積極的な自家発電消費者（プロ
シューマー）の登場、交通機関の電化や電気自動車などと
ともに押し寄せている。

電力セクターの一部のプレーヤーは、これらの新たなト
レンドを受けて、自らの役割の変化や、さらには地位の喪
失さえ予見している。民間発電所向けの燃料供給業者は、
家庭用ソーラーパネル事業への多角化を進めるか、それと
も小規模エネルギー事業者にとって興味深い別の道を探る
かを選択できるかもしれない。地域統合、電力取引、分散
型エネルギー、消費者所有システムが拡大する中、送電運
用者や配電事業者はまったく新しい職務と責任を担うこと
になる可能性がある。

国内の電力市場で下される決定以外に、外部の物理経済
的要因も相互作用し、天候や気候パターンを変化させてい
る。こうした緩やかだが予測不能な環境変化は、発電、政
策、経済に新たな影響やパラメーターをもたらす。その結果、
アフリカの電力計画担当者は国内資源で安全なエネルギー
の未来を築くという構想を練る上で、否応なく気候予測や
資源不足の問題に直面する。

具体化し始めている新たなプレーヤーや経済的関係は電
力システムを物理的に変化させ、送電網の分散化や再編が

9   セクション 4 を参照。
10 セクション 4 を参照。

進むだろう。消費者と電力供給業者はますます相互に結び
つき、局地化していく見通しだ。消費者は、家庭用ソーラー
システム、スマートメーターやスマートホーム、蓄電ソリュー
ション、電気自動車などを通じて、徐々にエネルギーの利
用と生産をより広範にコントロールできるようになる。すべ
ての人にとって経済的になることで普遍的なものになるテ
クノロジーもあれば、急速に経済的価値を失い、座礁資産
になるテクノロジーもあるだろう。

それに伴い、送電運用者や系統運用者から国有の発電系
統を分離する動きがさらに強まるかもしれない。これらの
変化に対応し、ますます複雑化するエネルギー需要や生産
パターンを管理し、リアルタイムの電力取引を行うためには、
独立系統運用者（ISO）により多くの責任、スキル、発電容
量を割り当てる必要があることを、システム設計者は認識
するだろう。

1.4. 本調査のアプローチをマッピングする

本調査の第一の前提は、電力改革に関連するアフリカの
電力セクター当事者の経験を検証することである。その目
的は、アフリカにおける改革の現在の実施状況、広がり、
展望（セクション 2）、改革を取り巻く環境と原動力（セクショ
ン 3）、差し迫った変化や今後の課題に関する見通し（セク
ション 4）、将来のニーズに対応するための政策的な意味合
い（セクション 5）について、ローカルな視点をもたらすこ
とにある。これは、アフリカ諸国が電力セクターに関して共
通のビジョンと目標を定めるという要求に応えるとともに、
それぞれのニーズに合った開発の道筋を定義するための余
地を各国に与えるものである。

アフリカ大陸の開発アジェンダとその刺激的なスローガ
ン「立ち上がるアフリカ（Africa Rising）」に則って、ア
フリカの電力セクターは 2019 年に訪れる技術、人口動態、
政治、経済、環境の変化がもたらす新たな圧力に対応し、
機会を利用するために立ち上がらなければならない。本調
査では、広範かつ具体的な理解を提供するために、個々の
技術データだけに頼るのではなく、ローカルな回答や視点
を探求している。

アフリカの電力セクターは、エネルギー技術や市場の急
速なグローバル・イノベーションに対応するための創造的
なアプローチを必要としており、それによって望ましい変
革を実現するにはどのような改革と実施戦略が有用かつ必
要であるのかを見極めなければならない。電力セクターは、
グリーン成長戦略を支え、促進する上で中心的な役割を担っ
ている。各国は、将来の改革のためにそれぞれの状況に応
じたモデルを定義し、ローカルオーナーシップを確保して、
各国のニーズを満たす解決策を採用する必要がある。これ



は、しばしば主権や監督権の喪失を巡って抱かれる、改革
に対する否定的な考えや不安を解消するのに役立つ。

本報告書のための調査は、電力セクター関係者、特に国
営電力会社の専門家を対象とした広範なアンケートを通じ
て行われた（アンケート方法の詳細については附録 1を参
照）。アンケートは 2 つの観点から設計されている。

1）過去数十年の経験を検証し、アフリカ諸国の改革プ
ロセス、イベント、背景と原動力、成果（または現状）
をマッピングする。
2）新たな、または来るべきトレンドや課題に対する各
国およびさまざまな電力セクター機関の回答者の理解、
関心、期待の度合いを調査することで、電力セクター
改革の地平に目を向ける。

42 カ国（およびタンザニア）の APUA 加盟電力会社に
対し、各国の改革の経験や電力セクターからの教訓を共有
するためのアンケートへの参加を求めた。26 カ国、および
その電力セクターのさまざまなセクションの回答者が、アン
ケートを通じてのデータ提供に大いに貢献してくれた。附
録 2 に、回答してくれた機関とその所属国の一覧を示す。

本報告書では、アンケートを通じて集められた情報と、2
つの複合指標からのデータを組み合わせている。複合指標
は、アフリカ諸国の改革の状況や進み具合を理解するため
のスナップショットと、電力セクターのパフォーマンスのス
ナップショットを提供するよう設計されている（セクション
2、および方法論の詳細については附録 3 を参照）。改革指
標とパフォーマンス指標は APUA 加盟電力会社が所属する
アフリカ 42 カ国を対象としており、それぞれのサブ指標を
算出するのに十分な国別データが利用可能である11。世界ガ
バナンス指標（Kaufmann, Kraay, and Mastruzzi 2010）
のガバナンスの質に関するデータとこの指標を組み合わせ
ることで、アフリカの電力セクターにおける改革、ガバナン
ス、パフォーマンスの相互作用を一望することができる。

11 現在 APUA に加盟していないタンザニアも含まれる。
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図1 ― 国別の改革の現状を示す電力セクター改革指標（%）

出所：本報告書作成者が調査アンケートから算出した指標を、AfDBの電力規制指標（2018）と世界銀行（2016）
         のデータで補完。
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アフリカ諸国は、電力セクターの再編（セクション 2.1）、
新たなガバナンスと規制枠組みの導入（セクション 2.2）、
PSP や競争を可能にする電力セクターの開放（セクション
3）を目的として、さまざまな度合いで「標準モデル」改
革を実施している。これらの改革は、電力セクターの計画、
拡大、政策といった他の側面と相互作用するほか、電力ア
クセスの拡大（セクション 4）、各国送電網の相互接続、国
境を越えた地域電力取引（セクション 5）、クリーンなエネ
ルギーシステムへの移行（セクション 6）に向けた取り組み
を通じて進められている。

本調査のために開発された「改革・ガバナンス」（R-G）
指標は、41カ国 12 における電力セクター改革の進展状況を
把握するための出発点となる。附録 3 で詳述されているこ
の複合指標は、改革指標（改革に関する 4 つの指標から算

12 規制改革に関する情報が不足しているため、スーダンは除外している。
13 改革指標とパフォーマンス指標の詳細な方法論については附録 3 を参照。

出）とガバナンス指標（6 つの世界ガバナンス指標から算
出）を組み合わせたものである。改革指標では、規制改革、
PSP の容認、セクター内の競争促進、電力会社の再編とい
う 4 つのカテゴリーのそれぞれにおける改革の実施度合い
に応じて各国をランク付けする。そのため、ケニア、ナイジェ
リア、ガーナ、ウガンダなど改革の実績が豊富な国が、他
の国と比べて上位にランクされている（図 1参照）。これら
4 カ国は、「標準モデル」改革のあらゆる側面でそれぞれの
改革を行っている（ただし、すべての改革を最大限に適用
している国はないため、「満点」を獲得した国はない）。別の
5 カ国も、程度は劣るとはいえ、4 つのカテゴリーのそれぞ
れで措置を講じているが、他の国は 1つまたは複数のカテ
ゴリーで改革を適用しないことを選択している 13。
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図3 ― 電力セクターのパフォーマンス指標のスコアと個別指標（%）

出所：本報告書作成者が調査アンケートから算出した指標を、AfDBの電力規制指標（2018）と世界銀行（2018）の世界
         ガバナンス指標のデータで補完。

出所：本報告書作成者が調査アンケートから算出した指標を、SONELGAZ（2012）、世界銀行（2014）、
         世界銀行（2016）、EEHC（2017）、NamPower（2017）のデータで補完。
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図2 ― ガバナンス・ランキングと組み合わせた改革状況を示すR-G指標（均等加重）

下の図 2 は、改革指標と世界のガバナンス・データを組み合わせた複合 R-G 指標を示したもので、改革指標とガバナン
ス指標の両スコアを均等に加重している（World Bank 2019）。

パフォーマンス指標は、31 カ国の電力セクターのパ
フォーマンスを 5 つの側面から比較するために開発された。
この指標は、既存のデータベースから得られたデータに加
え、26 カ国からのアンケート回答によって補完された分析、
入手可能な最新情報にアップデートされた公的なパフォー
マンスデータを用いて、各側面を反映した 5 つの指標をま
とめたものである。図 3 に、31カ国のパフォーマンス指標
のスコア、およびその内訳として、電力会社の財務パフォー

マンス（財務的な存続可能性）、技術パフォーマンス（運用
効率）、電力供給の信頼性、購入可能性、アクセスレベルの
向上を表す個別指標を示す（パフォーマンス指標がカバー
するすべての国を含む）。これらの指標は、電力セクターの
現在の運用レベルの概要を示すためのものであり、これに
は（2007 年以降のアクセス拡大の改善状況を示す指標で
表される）ユニバーサルアクセスに向けた進展が含まれる。
附録 3 に、それぞれの指標の定義について詳細を示す。
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出所：本報告書作成者が調査アンケートから算出した指標をSONELGAZ（2012）、世界銀行（2014）、世界銀行（2016）、
          EEHC（2017）、NamPower（2017）、世界銀行（2018）、AfDB（2018）のデータで補完。

図4 ― R-G指標とパフォーマンス指標の比較
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R-G 指標とパフォーマンス指標は、改革が電力セクター
のガバナンスやパフォーマンスとどのように相互作用し、
成果を形成するかを示すのに役立つ。R-G 指標は、改革指
標のランキングと 6 つの主要なガバナンス指標を組み合わ
せたものである。これらは「ガバナンスの質」という重要
な側面に貢献し、さまざまなタイプの改革と、電力セクター
で観察された技術、運用、財務パフォーマンス上の成果と
の関係を明らかにする（図 4 参照）。パフォーマンス指標は、
電力セクターのパフォーマンスを示す 5 つの広範に記録さ

れた指標に基づいており、アフリカの電力システムの技術、
財務、運用上の実績を追跡する。捕捉される 5 つの側面は、

（信頼性の高いデータが入手可能な）調査対象の電力セク
ターにおける電力へのアクセス向上の度合い、電力の購入
可能性、財務的な存続可能性、運用効率、供給の信頼性で
ある。パフォーマンス指標と R-G 指標を組み合わせること
で、まったく異なる国や電力システムで改革がどのように
進んでいるかを把握するのに役立つ。

R-G 指標とパフォーマンス指標を並べて見ると、その国
の改革の実施状況、ガバナンスの質、および電力セクター
のパフォーマンスの間には関係があることがわかる。ま
た、いくつかの外れ値があるため検証が必要ではあるもの
の、明確な正のトレンドがあることは明らかである 14。このこ
とは、電力セクターの改革や改善を目的とした政治、経済、
金融措置が完全な成功を収めることができるのは安定的で
透明性の高いルールに基づく環境においてのみである、と
いう理解と合致する。だが、それだけでは全体像は見えな
い。ガバナンスに加えて、改革が成功するかどうかは、そ
れぞれの措置に対するローカルオーナーシップやサポート
に大きく左右される。電力へのアクセスや購入可能性のよ
うなパフォーマンス指標の改善は、農村電化のための確固
たる計画プロセスのほか、的を絞った政策介入、規制措置、
資金配分にも依存している。同様に、運用と財務のパフォー
マンスを改善するには、効果的な計画環境、適切な制度と
投資能力、管理・技術能力を向上させるための的を絞った
介入が必要である。

パフォーマンススコアがばらついている場合には、改革・

14 R-G 指標とパフォーマンス指標の相関係数は 0.587 で（ピアソン係数、完全相関は 1.0）、これはやや強い正の相関を示している。ガバナンス指標を除外し、改革指標のみをパフォーマンス指標のスコアと
比較すると、改革指標とパフォーマンス指標の間の正の相関は低下する。

ガバナンスの度合いとパフォーマンスの進展との間の全体
的なトレンドに疑義が生じる。これらの外れ値は、各国の
具体的な改革や、パフォーマンス向上のために実施された
介入を精査する必要があることを浮き彫りにする。特定の
国や電力会社のパフォーマンスが他よりもどのように優れ
ているのか、あるいは劣っているのかを説明するには、具
体的な事例を詳しく調べることが不可欠である。
「標準モデル」改革はアフリカの電力セクターのすべての

部門を対象としており、それぞれの方法は大きく異なって
いる。電力会社は、発電・送電・配電の各部門を分離する
ことでインセンティブを合理化し、運用効率を高めるため
に、多くの国で再編の対象となってきた（セクション 0 参照）。
ほとんどの国では、各セクターの事業者のライセンスを監
督し、料金や価格設定を管理するための規制機関が設置さ
れている（セクション 2.2 参照）。発電部門では民間資本民
間資本が広く導入されており、IPP による新規発電所の建
設や国内送電網への接続が容易にできるようになっている。
多くの国では、民間企業が電力事業を運営するためのコン
セッション契約など、他の形の PSP もテストされている（セ
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出所：調査アンケートおよびEberhard and Godinho（2017）に
         基づいて本報告書作成者が作成したMIRAデータベース。

42カ国の電力セクターの構造と民間参加
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クション3参照）。追加の発電容量を調達するための競争は、
主に IPP 入札を通じて行われた。

改革は電力セクターのあらゆる分野に間接的な影響を及
ぼす。電力へのアクセスや購入可能性の格差解消に関して
は、改革だけでは問題を解決するのに十分とは到底言えな
い（セクション 4 参照）。アフリカ大陸における低コスト電
力の供給と輸送には、地域統合や送電相互接続のための大
規模な投資と計画が必要であり、その一部はすでに進行中
である（セクション 5）。一方、「標準モデル」改革が求め
ている制度、構造、手続きの調整は、再生可能エネルギー
発電の透明かつ公平で信頼性が高く、競争力のある調達へ
の道を開くことで、多くの国の再生可能エネルギー政策の
礎となっている（セクション 6）。

2.1. 電力会社の構造

国営電力会社の再編は、世界中の DFI が 1980 年代から
普及に努めてきた改革の「標準モデル」の重要な要素であ
る。このプロセスでは、多くの場合段階的に、発電・送電・
配電の各事業を個別の会社に垂直分離することで、垂直統
合型の独占企業を変革する。最終的には、電力市場で複数
の発電事業者や配電事業者が卸売事業や小売事業で競争で

きるようにするために、電力セクターは水平分離に移行す
るかもしれない。

アフリカの電力セクターは今なお、（再編改革以前の）
伝統的な統合型の独占電力会社構造を概ね維持している。
APUA に加盟している電力会社が所属する 42 カ国（およ
びタンザニア）のうち、電力セクターを部分的または完全
に分離しているのはわずか 10 カ国に過ぎない。この場合、
独占電力会社は、個別の発電会社、送電会社、配電会社に
分離されている（発電または配電だけが他のセグメントか
ら分離されている事例もある）。残りの国では、統合型電力
会社が維持されており、さまざまな形の国有企業や民間企
業が電力セクターに追加参入している。エジプトやモロッ
コのように、発電、送電、配電の運用は分離されているも
のの、依然として1つの国有企業の傘下に置かれているケー
スもある。図 5 に、これらの国におけるさまざまなセクター
構造と（過半数所有またはコンセッションによる）民間参
加のタイプを示す。

他のアフリカ諸国では、垂直分離による個別の独立グリッ
ド会社の設立が引き続き検討されている。例えば南アフリ
カでは、アフリカ最大の電力会社で、強大だが経営不振に
陥っているエスコム社を解体し、独立送電会社を設立する
ことが検討されている。この会社は、独立したグリッド会社
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や送電運用者、すなわち ISO としての役割を果たすことに
なる 15。ISO は、最小コストの発電計画、電力の調達と契約、
システムの運用と経済給電、送電計画と運用を行う。基本
的に、この改革の目的は、エスコム社が発電事業者である
と同時に IPP から電力を買い入れる単独購入者であるとい
う利益相反を解消することにある。この新たな枠組みは「ケ
ニア・モデル」と類似しており、独立グリッド会社は国有発
電会社または IPP による最小コスト電力を契約することが
義務付けられる。ケニアでは、政府が過半数を所有するケ
ニア発電公社（発電）とケニア電力電灯公社（送配電）16 が
別会社になっている。このモデルによって、ケニアは電力
セクターに多額の民間投資を呼び込むことに成功しており、

（やはり分離を実施したウガンダと並んで）アフリカで最も

15 ラマポーザ大統領は、2019 年 2 月 7 日に南アフリカ議会で行った国民演説で、エスコム社を 3 つの事業体に分割する意向を表明した。
16 ケニア電力電灯公社は一般に KPLC とも呼ばれており、別会社のケニア送電公社（KETRACO）が新規の送電投資を行っている。 　

多くの IPP が存在している。
今日、アフリカで最も一般的なセクター構造は依然とし

て、発電に IPP が参加する垂直統合型の電力会社である。
ベナンやトーゴ、あるいはザンビアのように、主要電力会
社が送電、配電、発電（またはそれらの組み合わせ）の分
野で、国有企業や民間企業と並行して事業を行っている場
合もある。もはや公営の発電・配電会社を持たない国では、
コートジボワールやウガンダのように、長期のコンセッショ
ン契約やリース契約を通じて事業が行われていることが多
い（囲み 1 参照）。ナイジェリアは例外で、最終的に（少
なくとも理論的には）小売市場での競争を実現するために、
配電網の完全民営化が進められている。

囲み 1 ― ウガンダにおける再編改革と民間参加

ウガンダは、20 年間にわたる政情不安、クーデ
ター、内戦が 1980 年代半ばに終結した後、世界銀
行の構造調整を受ける有力候補となった。電力サー
ビスは崩壊しつつあり、アクセス率は 1995 年まで
全人口の 5% にも満たず、アフリカで最も低い部類
であった。発電容量は 60% 低下し、配電損失は最
大 40% にまで達した。供給不足を緩和するために、
1993 年にブジャガリダム水力発電プロジェクトの暫
定的な IPP 契約が締結されたが、この契約は長い調
達期間を経た後の 2007 年まで和解に至らなかった

（発電所は 2012 年になってようやく稼働を開始し
た）。1990 年代の電力危機によって決定的な変化が
求められ、電力セクターへの投資が急務となった。

ウガンダ政府は、1998 年にアフリカでも屈指の
急進的な電力セクター改革プログラムを開始し、電
力会社の完全な垂直分離を含む電力セクターの再編
と民営化のための新たな戦略計画と実施計画を策定
した。1999 年には新たな電力法が制定された。そ
の後の 2 年間で、政府は電力料金を 100% 引き上
げ、30 年ぶりに IPP を調達し、独立した電力規制機
関に加え、農村電化のための専用の基金や委員会を
設立した。その後、政府は電力会社を発電（ウガン
ダ発電公社：UEGCL）、送電（ウガンダ送電公社：
UETCL）、配電（ウガンダ配電公社：UEDCL）の 3
社に垂直分離した。

2001年に発電サービスと送電サービスを分離し
て以降、政府は民間セクターに強い関与を求めてき

た。UETCL は、28 の IPP を調達してきた（合計
で約 588MW の追加発電容量、16 億ドルの投資）。
UEGCL と UEDCL は、それぞれ 2003 年と 2005
／ 2006 年に交渉された 20 年間のコンセッション契
約下に置かれた。配電コンセッショネアのウメメ社は、
2006 年から 2012 年にかけて規制機関の承認を得
て電力料金を数回にわたって引き上げ、低所得利用
者を支援するための公的補助金も導入した。コスト
反映型料金が認められたことで、ウメメ社の財務の
健全性は確保され、同社は 2012 年にウガンダ証券
取引所に部分上場した。

ウメメ社はここ数年、技術的損失を大幅に削減し
てきたが、パフォーマンス改善の全体的な進捗は鈍
く、改革の実施は批判を浴びている。ウメメ社は、
予定されているコンセッション契約の更新を前に、政
治的圧力にさらされている。収入徴収と財務パフォー
マンスは良好だが、初期の火力 IPP などに起因して、
料金は高い。ウガンダは IPP への民間投資の誘致に
成功している。初期の火力 IPP はコストが高く、そ
れが消費者料金の高さにつながった。しかし、最近
の調達は、小水力、バイオマス、太陽光発電所への
投資を奨励する GETFiT プログラムが高く評価され
るなど、競争力を増している。

最近、ウガンダは新たな大型水力発電所 2 基の建
設と融資を中国に依頼した。そのコストはまだ公表
されていないが、より価格競争力のある発電コスト
を可能にし、EAPP 地域グリッドへの同国の輸出能力
を高めるものになるはずだ。
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出所：電力規制指標2018（AfDB）、reegle.com、調査アンケート。
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2.2 電力セクターのガバナンスと規制

規制改革は「標準モデル」の中核的な論点であり、ほと
んどのアフリカ諸国にとって改革プロセスの第一歩である。
電力セクターの構造、プロセス、制度に大きな変化が生じ
る前に、明確なルールと監督メカニズムを確立することが
欠かせない。規制機関は原則として、コスト反映型料金に
移行するためのプロセスやメカニズムの透明性向上を可能
にし、潜在的投資家のために価格の確実性を実現する。

規制改革のためには堅固な法規制枠組みに支えられた独
立規制機関を設立する必要があり、ほとんどの場合、この
枠組みは規制法令を伴う電力法の形をとる。規制機関の独
立性とは、政治的な干渉や混乱を恐れずに業務を遂行し、
重要な決定を下すことができる能力を指す。これは、政府
から独立した法定機関としての規制機関の法的地位だけで
なく、予算上の独立性や、職員および意思決定者の任命プ
ロセスにもかかっている。

独立規制機関の設立は、2000 年代初め以降、他のどの
改革措置よりもアフリカ各地で急速に広まっており、本調
査では 42 カ国中 33 カ国が電力規制機関を設立している。
過去 2 年間だけでも、ボツワナ、リベリア、モロッコ、モ
ザンビークが電力規制機関を設立したか、設立を規定する
法律を制定した。経済協力開発機構（OECD）諸国では、「標
準モデル」改革は通常、規制改革から始まり、卸売市場や

小売市場での完全競争に至るまで、所定の順序に従って進
められた。アフリカの電力セクターでは、監督、規制手続き、
意思決定の透明性を改善するための直接的な解決策として
規制改革が好まれており、規制改革だけが唯一採用されて
いる場合もある。スワジランド、シエラレオネ、赤道ギニア
など、ごく少数の（小規模な）電力セクターでは、いまだ
に規制機関が存在していない（図 6 参照）。

図 6 ― アフリカにおける電力セクター規制：規制改革指標 17

17 規制改革指標（改革指標の 1 つの側面）は、規制機関の存在、法的責務、稼働年数（成熟度）、利害関係者からの独立性という 4 つの側面に基づいて、電力セクターの規制改革の度合いを測定する。附録 3 に、
この指標の算出方法の詳細を示す。
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囲み 2 ― ナイジェリアの規制改革

1億 8,300 万人の人口を擁し、そのうち推定 40%
がいまだに電力に接続されていないナイジェリアは、
高水準の損失、メンテナンス不良、財務的な存続可
能性の弱さ、供給不足、頻繁な停電、コスト回収レ
ベルを下回る持続不可能な料金など、電力セクター
における数多くの技術的・商業的な課題に悩まされ
ている。電気通信セクターの民営化に成功した後、
運用効率や電力へのアクセスを向上させ、電力セク
ターへの民間投資を呼び込むためには、改革が当然
の道であるように思われた。改革は 2001年の国家
電力政策（NEPP）で始まり、2005 年の電力セク
ター改革法（EPSRA）では、電力セクターの垂直・
水平再編と発電および配電事業者の民営化が行われ
た。独立規制機関であるナイジェリア電力規制委員
会（NERC）も設立され、民間運用者に市場が開放
された。

国民議会は「標準モデル」改革を、政治的影響力
を電力セクター全体に分散させることで汚職を軽減す
る方法と見なしていたが、改革はパフォーマンス面で
期待されたほどの成果を上げられなかった。恩恵が最
も顕著なのは発電サブセクターで、IPP の強力な参入
によって合計約 27 億ドルの投資を受けた。

本調査によると、民営化の際に報告された技術的
損失、商業的損失、回収損失の合計額は民営化後も
改善しておらず、これは民営化の目的に反している。
総じて、民営化された企業では、資産が政府の管理
下にあったときよりも、回収と支払いの実績が悪化し
た。ただし、政府や一部の投資家は、一部の配電会
社については逆の見方をしている。

AfDB の電力規制指標（ERI）の規制ガバナンス指
標と規制実態指標では、ナイジェリアの規制体制は
調査対象の15 カ国中、上位 3 位にランクされている。
だが、電力セクターの財務的な存続可能性の弱さや、
本調査のパフォーマンス指標のスコアの低さを反映
し、規制成果指標では平凡な順位にとどまっている。
NERC の規制判断は電力セクターの成果に意図した
プラス効果をもたらしていない模様で、これはより広
範なガバナンスの失敗を示唆している。世界ガバナ
ンス指標によると、ナイジェリアは調査対象国の下
位 10 カ国にランクされている。ナイジェリアの一部
の州における政情不安の広がり、通貨切り下げ、汚
職（水増し契約の疑いや政府職員へのキックバック
疑惑など）は、電力セクターのパフォーマンス成果
を形成する上でマクロ経済的要因とガバナンスの質
が極めて重要な役割を担っていることを浮き彫りに
している。

規制改革の目的は、電力会社と消費者のためにルールに
基づく公平な競争環境を創出することにある。規制機関は、
電力セクターの電力会社、エンドユーザー、民間運用者の
間でのリスクの公平な配分に責任を負う。この責任には、
電力会社の適切なコスト回収を可能にする料金体系を設定
する一方で、手頃な価格の電力を確保し、消費者に信頼性
が高く安全で安心なサービスを提供するための環境を整え
ることが含まれる。この目的を達成するために、独立規制
機関は電力会社に技術的・商業的パフォーマンスの改善を
促すインセンティブを提供する。このようなインセンティブ
は、電力会社のサービスコストが適切な商慣行を反映して
いることを保証し、電力会社による非効率的または不適切
な資金利用の原因となるのを避けるのに役立つ。規制機関
はライセンス制度も管理しており、電力セクターの特定タ
イプの運用者は、特定の条件に応じて、発電、売電、送電、
配電のライセンスを申請する必要がある。規制機関は政府
の政策や法律を解釈して具体的なルールに落とし込むとい
う重要な役割を担っていることが多く、例えば、分散型再
生可能エネルギーのための固定価格買取制度（FiT）やネッ

トメータリング制度の導入などが挙げられる。
アフリカの多くの電力規制機関にとっては、政府やその

他の利害関係者からの独立性が依然として課題となってい
る。規制の独立性とは、財務上の問題（規制機関の予算が
政府やその他の介入とは異なる収入を財源としていること
など）と、運用や意思決定上の意味（委員の任命プロセス
が透明かつ公正であることや、委員が任期終了後一定の期
間にわたり、規制対象の電力会社との仕事や、そうした会
社への投資およびコンサルティングを禁止されていること
など）の両方を指す。独立性を確保することで、規制機関
は電力会社の財務状況やサービスコストを正確に評価でき
るようになり、これは料金制度やサービス基準について公
正な決定を行うために不可欠なことである。AfDB の ERI

（2018 年）によると、調査対象 15 カ国の規制機関のうち、
規制対象電力会社からの規制委員の独立性を確保するため
に、金銭的なつながりを禁止するベストプラクティス規則
を設けているのは、わずか 2 カ国に過ぎない（ナイジェリ
アとタンザニア）。調査対象のほとんどの規制機関は、規制
対象会社への賦課金を財源としており、これにライセンス
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図7 ― アフリカにおける発電のための国際競争入札

出所：調査アンケート、MIRAデータベース（2019）、AfDB（2018）。
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料が含まれる場合もあるが、3 分の 1近くは依然として規
制活動の財源を政府予算に（すべてまたは一部）依存して
いる。加えて、ERI 調査では、規制機関の 68% が規制予算
の承認を政府に依存しており、政府と規制機関の利害がさ
らに錯綜していることが明らかになった。

規制機関が電力会社のサービスコストを完全に反映した
料金構造を構築できない場合、規制機関の独立性と能力の
欠如は電力会社の財務問題を助長する。AfDB の ERI によ
ると、調査対象の電力会社のうち、一般住宅向けにコスト
反映型料金を設定しているのは 10% に満たず、商工業向け
にコスト反映型料金を設定しているのは 20% に過ぎない。
規制機関は、サービス基準の作成、監視、執行を通じて、サー
ビスの質も確保する。電力会社が消費者に対する義務を果
たしているかどうかをチェックするためには、電力会社の技
術的パフォーマンスをタイムリーに分析することが不可欠
である。しかし、ERI 報告書において、ベストプラクティス
に沿った頻繁なチェック（3 カ月ごと）を実施している規制
機関はほとんどない。

2.3. 改革の観点から見た電力セクターの 
資金調達と民間参加

改革プログラムは、電力セクターへの外部からの投資
や融資を可能にするための手段と見なされていることが多
い。民間投資を認めることで、従来であれば電力セクター
の開発や保守に利用できなかった潜在的な資金源の関与を
期待できるようになる。アフリカ諸国のインフラ資金ニーズ
は、（しばしば限界に達している）公的資金調達能力を大幅
に上回っている。改革が始まってからも、電力セクターへ
の投資のほとんどは依然として国庫から出ている。こうした
状況は過去 10 年で変化し始めており、中国が資金を提供
するプロジェクトや（主に民間セクターや DFI がビルド・オ
ウン・オペレート（BOO）方式で資金を提供する）IPP が、
アフリカの電力セクターで最も急速に成長している投資源
となっている。

IPP はアフリカ各地に広がっており、今では 30 カ国以
上に存在している。ユーティリティスケール（5MW を超え
る発電容量）では、アフリカで 270 の IPP 施設が稼働中ま
たは建設中である（MIRA database 2019）。これは約 517
億ドルの投資と、27.1GW の発電設備容量に相当する18。

18 MIRA データベースから取得したアフリカの IPP に関する追加データについては附録 5 を参照。
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図8 ― アフリカにおけるIPP：総設備容量に占める割合（%）と国別の投資額（ドル）
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図 7 は、発電のための国際競争入札を実施したことがある
アフリカ諸国（星印で表示）と、各国の規制改革指標（RRI）
のスコア（青色で表示）を照らし合わせてマッピングした
ものである。このような投資の拡大を可能にするためには、
外部からの発電投資を認める改革が不可欠であるほか、民
間所有の発電事業者が国の送電網を介して第三者ユーザー

（配電会社や工業・商業の大口顧客など）に電力を販売する
ことを認める第三者託送のような他の規制措置も欠かせな
い。アンケート回答者の約半数が、送電網上での第三者託
送が許可されていると報告しており、IPP や独立配電会社、
あるいは大口顧客が有料で電力を直接取引する機会が生ま
れている。

PSP を含む「標準モデル」改革は、電力セクターへの民
間経営や資本投資フローを通じて運用効率を向上させる手
段でもある。国が所有・管理する企業や資産を民間の所有・
管理に移すことは、国有電力会社の非効率的な技術的・商
業的パフォーマンスに対する典型的な解決策である。この
ような移転は、電力サブセクター全体で、異なる取り決め
の下、さまざまな度合いで行われうる。PSP 契約は、最長
30 年の固定期間となる場合もあれば、完全に無期限の民営
化という形を取る場合もある。電力セクターでは通常、手
始めに BOO またはビルド・オウン・オペレート・トランス

ファー（BOOT）方式の IPP 契約によって 1つのサブセク
ター（多くの場合は発電）に PSP が導入されるが、ときに
はフランチャイズ契約によって配電サービスに PSP が導入
される場合もある。

長期のコンセッション契約、アフェルマージュまたはリー
ス、民間管理契約、完全な民営化プログラムが、送電を含
む電力セクターのすべてのセグメントで導入されている。
アンケート回答者の半数以上が、自国の電力セクターでこ
のような形の PSP が少なくとも1度は利用されたことがあ
ると報告した。長期のアフェルマージュ契約やコンセッショ
ン契約が継続中の国としてはコートジボワール、マリ、カメ
ルーン、ウガンダが挙げられ、ガーナ電力公社（ECG）も
2019 年にコンセッション契約を締結した。このような契約
が成功し、長期にわたって続くこともある。例えば、カメ
ルーン政府は2001年に締結したエネオ社とのコンセッショ
ン契約を、2017 年にさらに 10 年間延長した。また、特に
調達プロセスが不透明な場合など、契約が物議を醸すケー
スもある。コンセッション契約はときとして民間投資家によ
る不当利得行為の疑いや完全民営化の疑いを招き、それに
伴い重要な資産の公的管理が失われるという不安を引き起
こすことがある。そのため、2001年にセネガル電力公社

（SENELEC）のコンセッション契約をわずか 2 年で打ち切っ



352. アフリカの電力セクター改革の現状

たセネガルのケースや、最近のガボンのガボンエネルギー
水道公社（SEEG）のケースのように、コンセッション契約
や民間管理契約が取り消されたり更新されなかったりする
場合もある。

アフリカ諸国が実施している改革の度合いは、概ね IPP
経由の投資額と関連している。例えば、独立した送電網を
持つウガンダやケニアなどの国は、最も多くの IPP プロジェ
クトを誘致している。アルジェリアや南アフリカのように、
電力セクターの中心部分が改革の対象となっておらず、伝
統的な運用構造が維持されている場合でも、追加的な要因
が民間投資を刺激するのに貢献したケースもある。効果的
な発電計画は、国が十分な準備を整え、決められた期間の
発電需要を適切に予測していることを示すために欠かせな
い。財務的に存続可能なオフテイカー（電力の購入者）との「担
保可能」契約の確保、電力購入契約（PPA）を裏付けるリ
スク保証、安定的で予測可能な政治環境、適切に設計・管
理された入札プロセスなどすべてが、さまざまな状況で投資
家の信頼感を高め、リスクを軽減する役割を果たしている。
（汚職の度合い、政治的安定性、法の支配、規制環境、

公的説明責任などを考慮に入れた）ガバナンスの質は、
PSP と電力セクター投資の水準を決定する重要な要因であ
る。脆弱な国や紛争の影響下にある国は、貧弱なガバナン
スや不安定な政策環境と戦っており、それが民間セクター
投資を呼び込む上でさらなる障害となっている。アンゴラ
のように、PSP では穏やかな改革を実施しているものの、
説明責任、法の支配、汚職の統制などのガバナンス指標の
評価が低い国では、民間投資のペースが鈍化している。対
照的に、南アフリカは伝統的な独占電力会社の構造であっ
ても、民間セクターから発電への多額の投資フローを享受
している。適切に設計された予測可能な入札プログラムが
この成功の強力な原動力となっており、ほとんどの分野で
高いガバナンス評価を得ている（囲み 3 参照）。

アフリカ諸国の送電サブセクターは発電サブセクターほ
どの民間投資流入の恩恵を受けておらず、特にサハラ以南
諸国では、送電に何らかの形で民間が参加している国はほ
んの一握りに過ぎない。ほとんどの国は今でも送電投資の
資金を電力会社の収入や政府予算から直接調達しており、
これがネットワーク拡大の大きな制約要因となっている。ま
た、多くの国は DFI からの譲許的融資や、さらにはドナー
国からの援助に頼っている。低コストで大規模な発電源（特
に太陽光発電や風力発電の IPP）を都市や町の重要な配電
負荷センターと接続するには、国内および国境を越えた送
電投資が不可欠である。サハラ以南のアフリカすべてを合
わせた送電網は、ブラジル 1国の送電網よりも小さい 19。
アフリカは、土地がはるかに広大で人口が分散しており、
予想されるよりも大きな送電容量を必要としているにもか
かわらず、1 人当たりの送電線の長さは世界の他地域より
も短い（World Bank/PPIAF 2017）。

アンケート回答者のうち、2010 年以降の送電網の拡張
量（キロメートル）についてデータを提供してくれたのは
11人のみであったが、IPP に関する情報ははるかに多く提
供された。ナイジェリアでは、2010 年以降に 8,000km の
送電線が追加され、ここ数年における最も大幅な送電網の
拡張が報告された。マリやカメルーンなどいくつかの国で
は、前述したように、送電に資本を呼び込む 1つの方法と
して、民間によるコンセッションが導入されている。ガボン
とコートジボワールは、垂直統合型電力会社との長期アフェ
ルマージュ契約によって送電に PSP を導入し、投資家は送
電線の運用と保守には同意したものの、送電資産への資金
提供は義務づけられなかった（Africa Intelligence 2019）。
ザンビアは、カッパーベルト・エネルギー・コーポレーショ
ン（もともとは同国北部の鉱業にサービスを提供するため
に設立された電力会社）を通じて、送電網の一部が無期限
に民間所有されている唯一の例である。

囲み 3 ― 南アフリカにおける改革と民間参加

南アフリカのエネルギー省はユーティリティス
ケールの再生可能エネルギー発電への民間投資
を刺激するために、競争入札プログラムである再
生可能エネルギー独立発電事業者調達プログラム

（REIPPPP）を策定した。国家開発計画と統合資源計
画では、2010 年の南アフリカの政策目標を次のよう
に定めている。
・　�2019 年までに 10,000MW の 追 加 発 電 容 量

（2010 年比 23% 増）など、経済的・社会的目標

を支えるインフラに投資する。
・　�国の電力需要を満たすため、再生可能エネル

ギー発電を拡大し、2030 年までに電源構成の
17,800MW を占めるようにする。

2011 年に開始された REIPPP は、一連の入札で
IPP を募り、陸上風力発電、太陽光発電、集光型太
陽熱発電（CSP）、小水力発電、バイオマス発電、バ
イオガス発電、埋立ガス発電プロジェクトの開発に
関する提案書の提出を求めている。IPP 入札企業（ま
たはコンソーシアム）は、外国からの直接投資に加え、
黒人のオーナーシップやコミュニティトラストなど、

19 ブラジルの送電線の長さが 137,000km を超えているのに対し、サハラ以南のアフリカでは 112,000km となっている。
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図9 ― アフリカにおける家庭用電力接続の割合

出所：調査アンケートおよび世界銀行（2016）。
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大きなローカルオーナーシップを持つことが義務付
けられている。

このプログラムは南アフリカの急速な IPP 投資を刺
激しており、5 年間で入札価格は太陽光発電で 80%、

風力発電で 50% 低下し、直近の入札では1 kWh 当
たり約 0.043ドルとなった（Eberhard and Naude, 
2017）。約 24 件のプロジェクトが選ばれ、発電容量
は 2,000MW を超え、投資額は 40 億ドルに上った。

一部の国は、地元の参加やオーナーシップの基準を定め
ることで、電力セクターへの民間投資を通じて外国からの
影響や操作を受けるリスクを軽減しようとしている。これ
らの基準は、再生可能エネルギー開発の文脈ではしばしば
ローカルコンテント要件と呼ばれ、競争入札や固定価格買
取制度のような調達プロセスと結び付けられることが多い

（セクション 3.6 参照）（OECD 2015）。南アフリカの代表
的な入札プログラムである REIPPPP には地域固有の社会
経済的要因や最低要件がいくつか盛り込まれており、参加
する開発事業者は競合他社に打ち勝つためにそれらを遵守

しなければならない（囲み3参照）。REIPPPに基づく提案は、
発電技術や電力価格に加え、設備案のローカルコンテント

（施設建設のための資本コストやサービスコストに照らして
定義される）、事業案の下で推定される雇用創出、施設のロー
カルオーナーシップの割合、ローカルコミュニティ開発のた
めの措置などに応じて評価される（IRENA 2014）。同様に、
ガーナで採択された法律と政策には、石油・ガス産業にお
ける雇用と製造に関するローカルコンテント要件が規定さ
れている（Baako 2014）。
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2.4. 電力への接続の拡大

ほとんどのアフリカ諸国にとって電力へのアクセスは依然
として厄介な課題であり、特にサハラ以南のアフリカでは
約 6 億人もの人々がいまだに電力に接続されていない（図
9 参照）。アフリカ大陸のほとんどの地域では、供給不足が
数十年にもわたって経済成長を抑制している。アフリカ大
陸各地の家庭や企業に電力を供給するために電力システム
を拡張するという膨大なニーズに応えるべく、ほとんどの
国は野心的な電化目標を設定するとともに、国家開発戦略
という形で、あるいは国連の「万人のための持続可能なエ
ネルギー」や AfDB の NDEA といった国際的イニシアティ
ブの文脈の中で、資本調達を計画している。

電力セクターの「標準モデル」改革の予備的な目的は、
低電化地域での新たな電力接続の創出を加速させることで
はなかった。その主な目的は、電力供給会社のパフォーマ
ンスや国内外の資金調達のための投資環境を改善すること
で、電力セクターの経済効率やパフォーマンスを向上させ
ることにある。考えられる成果としては、パフォーマンスが
高く、技術的にも財務的にも健全な電力会社、独立した効
果的な規制制度、経済効率の高い最小コストの拡張計画、
電力システム開発を賄うための外部からの投資流入などが
挙げられる。言うまでもなく、このような改革が意図する成
果は電力システムの拡張を促進する強力な要素であり、こ
れまで電化されていなかった地域への送電網の拡張、新た
な接続の構築、顧客に確実に電力を供給するための十分な
発電容量の確保といった点で、電力会社の能力を高める。

補完的な政策、計画、資金調達、電化のための専門機関
のすべてが、電力セクター改革の方向性を示すのに貢献し
ており、電化の拡大、エネルギーへのアクセス向上、貧し

い家庭にとっての購入可能性の向上を目的とする取り組み
の指針となっている。電化率を加速させるためには、例え
ば専門の農村電化機関や政策など、的を絞った戦略が不可
欠である。

多くのアフリカ諸国（調査回答者の約 70%）は、農村電
化のための計画および政策立案や、農村電化プロジェクト
の実施を任務とする国家機関を設立している。一部の国で
は、これらのプロジェクトのための資金の受け取りと分配
を職務とする個別の基金やファシリティが設立されている。
ガーナのように、的を絞った政策や中央政府機関と電力会
社との協力によって、（独立した農村電化庁を設立すること
なく）卓越した電化率を達成している国もある。

ミニグリッドやオフグリッドの電力供給モデルは、遠隔
地の低電化地域を抱える国にとって魅力的でコスト競争力
のあるものとなっている。特に注目を集めているのは、小
型モジュール式の再生可能エネルギー発電技術を利用する
システムである。これは、地域社会や村の複数の顧客を接
続する局所的な電力ネットワークで構成され、太陽光発電、
バイオマス発電、小水力発電など、現地で利用できる再生
可能資源を利用することが多い。ミニグリッドは、本来で
あればメイングリッドへの接続を何年も待たなければなら
なかった地域に、高品質の電力を供給する機会をもたらす

（囲み 4 参照）。ソーラーホームシステムのような個人向け
ソリューションとは異なり、ミニグリッドは基本的な用途だ
けでなく、小規模な商工業利用など、生産的用途のために
も電力を供給することができる。ミニグリッドは、現地の政
策、規制環境、利用可能な資金調達モデルに応じて、コミュ
ニティ所有、民間所有、または公的所有ベースで開発や運
営を行うことができる。

囲み 4 ― タンザニアにおけるオフグリッドおよび
ミニグリッドを通じた電化

タンザニアの農村人口の 80% 以上が電気への接
続を欠いている（World Bank, 2016）。この格差を
是正するために、同国の地方エネルギー庁（REA）
は 2005 年以降、国の送電網の拡張に費用と時間が
かかる地域を対象に、小規模発電事業者（SPP）に
よる農村地域への投資や電力サービスの提供を促す
政策やプロジェクトを展開している。

タンザニアは現在、ミニグリッド開発における地
域リーダーとなっている。2008 年に革新的なミニグ
リッド政策と規制枠組みが採用されて以来、国内の
ミニグリッドの数は倍増し、農村の電力アクセス率は

800%以上上昇した。今では110を超えるミニグリッ
ド・システムが稼働し、農村部の顧客に電力を販売
している。ミニグリッドを所有しているのは、民間企
業、地域コミュニティ、国営電力公社（タンザニア
電力供給公社：TANESCO）、非営利団体などである。

タンザニアのミニグリッド・セクターが成功してい
る理由の 1つは、特定の条件の下で開発事業者のラ
イセンス要件や料金審査を免除するという、国の規
制機関であるエネルギー・水管理規制庁（EWURA）
が策定した寛容な規制にある。新規プロジェクトは
REA に登録する必要があるものの、EWURA の承認
を受ける必要はない。既存のプロジェクトの半数は
発電容量が 100kW 未満であり、この場合は電力料
金規制の対象外となる。
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タンザニアのミニグリッド・セクターの急成長は国
際的にも注目を集め、資金を呼び込んでいる。REA
はグリーン・ミニグリッド市場開発プログラムにおい
て AfDB などの開発パートナーと協力し、再生可能
エネルギーを利用したミニグリッドの開発を促進して
いる。2008 年以降に設置されたほとんどのミニグ
リッド・システムと発電容量は、バイオマス発電、太
陽光発電、小水力発電、ハイブリッドシステム（再

生可能エネルギー源とバックアップ用ディーゼル発
電機）などの再生可能技術を利用している。タンザ
ニア政府は、開発パートナーの支援を受けて、プロ
ジェクト開発の過程で資金調達へのアクセスを容易
にするための金融メカニズムも提供している。REA
は、（世界銀行が支援するファシリティを通じて）ミ
ニグリッド・プロジェクトにマッチング補助金とパ
フォーマンス補助金を支給した。

調査回答者の半数以上（全員がサハラ以南のアフリカ出
身）が、自国にはミニグリッド産業が存在すると報告して
いる。およそ 500 基のミニグリッドが稼働しているジンバ
ブエのように、国家電化戦略の中心的手段として、民営お
よび公営の両モデルを通じてミニグリッド開発を統合して
いる国もある。タンザニアのような他の国は、ミニグリッド
向けに特定の寛容な規制要件を採用するとともに、ミニグ
リッド開発事業者に特別な資金調達手段を提供している（囲
み 4 参照）。

2.5. 地域統合の取り組み：
電力取引と最小コスト発電の促進

地域の電力相互接続に向けた継続的な取り組みは、依
然として最適なシステムパフォーマンスをサポートするた
めの重要なツールである。アフリカ諸国は、特に国内の電
力システムが規模の経済の恩恵を受けられるほど大きくな
い場合には、規模の経済を生み出すための送電網の相互
接続から恩恵を受けることができる。相互接続によって電
力取引の機会が生まれ、パートナーは電力コストを最適化
し、燃料価格ショックから身を守り、発電不足の際にも安
心感を得られるようになる。AfDB が資金支援した最近の
研究「Roadmap to the New Deal on Energy for Africa: 
An analysis of optimal expansion and investment 
requirements」の予測によれば、アフリカ大陸全体におけ
る最小コストの電力投資・拡張計画を支援するためには、
2018 年～ 2030 年に地域相互接続に対して総額 89 億ド
ルの投資が必要である（Multiconsult 2018）。

送電投資は、電力供給の最終コストの小さな部分しか占
めていないが、地域や国に大きな恩恵をもたらす。同じ研
究の試算によると、統合と電力取引へのこうした投資によっ
て、発電コストを年間 34 億ドル削減することができ、特に
小規模で孤立した国家電力システムにとっては有益である。

アフリカ連合のアフリカ・インフラ開発プログラム・優先
行動計画（PIDA-PAP）では、低コストの電力をアフリカや
アフリカ大陸外の購入者に供給するために、2020 年および

2040 年までに必要とされる 4 つの主な送電相互接続を特
定した（AfDB 2013）。優先行動計画（PAP）では、アフリ
カ大陸で最も低コストの発電を提供する水力発電所 9 基を
特定し、得られたエネルギーを受益国に適切に送るために
必要な地域統合投資にも言及した。4 件の送電プロジェクト

（西アフリカ送電回廊、中央アフリカ送電相互接続、南北送
電回廊、北アフリカ送電相互接続）の推定コストは 12 億～
105 億ドルとなっている（World Bank/PPIAF 2017）。

1990 年代以降、アフリカではさまざまな電力プール、
共通電力網、そして二国間発電・送電システムが電力に関
する地域レベルの計画や越境的な政策立案の手段を提供し
てきた。多くの場合、電力プールを設立するには、各国が
貿易・規制改革を実施して、共通のルールや執行メカニズ
ムを採用できるようにしなければならない。マグレブ電力
委員会（COMELEC）は、1989 年にモロッコ、アルジェリア、
チュニジア、リビア、モーリタニアの 5 カ国によって設立さ
れ、メンバー間のエネルギー取引や相互接続を推進してい
る。最初の本格的な電力プールは 1995 年に設立された南
部アフリカ電力プール（SAPP）で、13 カ国から 16 社が
加盟した。次いで、2000年に西アフリカ電力プール（WAPP）
が14カ国により設立された。東アフリカ電力プール（EAPP）
は 7 カ国から構成され、中部アフリカ電力プールには 10 カ
国が加盟している。共同発電の取り組みとしては、マリ、モー
リタニア、セネガルの 3 カ国によるソシエテ・デ・ジェスティ
オン・デ・レナジー・デ・マナンタリ（Société de gestion 
de l’energie de Manantali）社が管理するマナンタリダム
が挙げられる。同社は、1997 年の設立以来、費用対効果
の高い発電と国境を越えた送電の計画を目指してきた多国
間協力の証である。

アフリカにおける電力取引は、多くの場合、電力プール
が想定する目標よりも遅れており、その多くは資金不足や、
望ましい取引能力を実現するには不十分な送電投資とメン
テナンスに悩まされている。DFI は、特に送電相互接続に
積極的に資金を提供している。AfDB は、コートジボワール、
リベリア、シエラレオネ、ギニア間の相互接続、ザンビア
とジンバブエ間の相互接続、2021年に完成予定のザンビ
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図10 ― 2008年以降のIPPの追加（技術タイプ別）

ア、タンザニア、ケニア間の相互接続など、いくつかの主
要な相互接続に対し、さまざまな段階で共同融資を行って
きた（Olingo 2018a and 2018b）。世界銀行は、2019 年
に稼働予定のケニア、エチオピア間の相互接続（1,000km
以上に及ぶ500kV高圧直流送電）に共同資金提供しており、
2018 年にはタンザニア、ザンビア間の相互接続に対する 4
億 5,500 万ドルの資金提供を発表した。小規模な集中型電
力システムに関しては、完全な民営化は送電資産への投資
とメンテナンスを強化するための明白な解決策ではない。だ
が、官民パートナーシップ（PPP）のような他の形の PSP は、
公的所有権を維持しながら高電圧ネットワークを拡張するた
めの資金調達に積極的に貢献することができる。このような
スキームは、ケニアのいくつかの送電線で進められている。

国や地域の機関は、越境取引に参加するプレーヤー向け
に共通の政策、規制、執行メカニズムを策定するために、
調整を図る必要がある。市場の一貫性を確保するには、国
の政策や規制を地域レベルのものと整合させなければなら
ない。電力プールがシステムの計画や運用を組織化し、電
力取引の商業ルールを確立するためには、合理化された枠
組みが必要である（World Bank 2009）。契約は尊重され
なければならない。地域の規制機関やその他の指名機関は、
取引の取り決め、送電価格の設定、紛争の解決など、市場
を管理するための明確な権限を持つ必要がある。規制の執
行や紛争に関する勧告意見の提示についても、責任と権限
を明確にしなければならない。

政情不安や近隣諸国間の不安定な関係は、越境市場を維

持するために必要な信頼を損なう。関係者はまず、現実的な
ビジネスケースに基づき、信頼の強固な基盤を築かなければ
ならない。国家主権やエネルギー安全保障の問題は、電力取
引の基礎をなす関係を複雑化させ、崩壊させる恐れがある。
各国は基本的なエネルギー安全保障を外国や第三者に頼る
ことには慎重だが、地域協力の明らかな共有便益については
説得を受け入れる可能性がある。PIDA の相互接続回廊プロ
ジェクトに関する最高レベルの大陸合意や、各電力プールに
おける地域エネルギー市場の確立に向けた取り組みの加速
は、既存の政治的意思を示す説得力のある例である。

2.6. 再生可能エネルギーとグリーン成長への
移行

過去 10 年間に起きた太陽エネルギー価格や風力エネル
ギー価格の前例のないブレークスルーによって、確立され
た変動性再生可能エネルギー発電技術を利用するアフリカ
諸国の動きに拍車がかかっている。本調査によれば、すべ
ての調査対象国で再生可能エネルギーを推進するための法
律、政策、戦略が実施されている。再生可能エネルギーに
よる発電容量の拡大に投資することで、アフリカはグリー
ン成長路線への移行とエネルギーセクターの脱炭素化にお
いて優位に立てるとともに、燃料輸入への依存度が下がる
ことで各国のエネルギー安全保障も高めることができる。こ
れにより、各国はグリッドベースまたはオフグリッドの供
給メカニズムを通じてクリーンな発電への投資を加速させ
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入札 ― 落札者を発表、ファイナンス・クローズ
には至らず

入札 ― プログラムを発表

入札 ― プロジェクトがファイナンス・クローズ
に到達

出所：MIRAデータベース（2019）。

図11 ― アフリカにおける競争入札の進展
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るために、それぞれのニーズに合った新たな電力市場の仕
組みを設計し、それに移行する機会を得る。民間投資への
発電の開放は、国内送電網に再生可能エネルギーを加える
上で大きな原動力となっている。新規の IPP 調達の大部分

（2008 年以降にファイナンス・クローズに達した IPP プロ
ジェクトの 83%）は、太陽光、風力、バイオマス、水力、
バガス、地熱などの再生可能エネルギー向けである（図 10
参照）（MIRA database 2019）。農村電化のための新たな
ビジネスモデルの経験が増えたおかげで、小規模プロジェ
クト開発事業者は十分にサービスが行き届いていない地域
に参入できるようになり、ソーラーホームシステムやミニグ
リッドといった再生可能エネルギーを利用した分散型電力ソ
リューションを提供できる民間運用者に対して市場が開放さ
れた（囲み 4 参照）。これらは、電力会社が電化目標を達成
するのを助けるとともに、人口の少ない地域に送電システム
を拡張するための多額の資本コストを回避しながら、再生
可能エネルギー目標を実現するのに役立つ可能性がある。

入札や国際競争入札プログラムは今や、新規再生可能エ
ネルギープロジェクトの最低価格を保証するための確立さ
れたトレンドとなっている。アフリカでは、入札を通じて再
生可能エネルギーを調達すると、直接交渉するよりも価格
が最大で 80% 安くなる（Kruger, Eberhard and Swartz 
2018）。世界的には（中国を除く）、新規の再生可能エネル
ギー発電容量のほとんどが将来的には入札を通じて調達さ

れると予想されている。入札は開発事業者が新たな再生可
能エネルギープロジェクトを実現するための提案や資格を
提示するためのプラットフォームを提供し、競争は新規エネ
ルギーの購入者が最良の価格を得ることを保証する。南ア
フリカでは、一連の競争入札をきっかけに、風力および太陽
光発電所の価格が 75% 以上も下落した（囲み 3 参照）。バ
リューチェーン全体でのコスト削減は、入札価格の下落につ
ながる。確立された REIPPP プログラムによって、資金調
達と開発のコストは急速に低下した。エンジニアリング、調
達、建設（EPC）コストも、市場の成熟や発電量の増加の
おかげで徐々に低下した。太陽光発電と風力発電は今では
南アフリカで最も安価な新規発電技術となっている。

調査回答者の半数以上が、IPP の競争調達のための入札
を実施したことがあると報告している（図 11）。そのほと
んどが、水力発電、風力発電、火力発電などの他の技術と
ともに、太陽光発電を調達していた。現在では、ナミビア、
南アフリカ、セネガル、エチオピア、モロッコ、エジプトを
はじめ、アフリカ大陸のあらゆる地域で競争入札が行われ
ており、エネルギー価格は1kWh 当たり0.05ドル（5 セント）
にまで低下している。調達機関は通常、再生可能エネルギー
の指定発電容量および指定期間について、PPA を提案する。
これには、リスクを軽減するための政府保証が含まれる場
合もあれば、ローカルコンテントやその他の特定の条件が
含まれる場合もある。
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ユーティリティスケールの投資を超えた再生可能エネル
ギー発電容量の拡大は、伝統的な的を絞った政策や資金調
達メカニズムにかかっており、例えば FiT、ネットメータリ
ング、再生可能エネルギーの目標や要件などが挙げられる。
FiT は、エジプト、ガーナ（囲み 5 参照）、ケニア、ナミビ
アなど、アンケート回答国のほぼ半数で導入されている。
グリーン経済への移行や産業の脱炭素化を目指す国際的な

動きを受けて、ドナーの資金は、再生可能エネルギー法や
再生可能エネルギー政策を実施するための各国政府への技
術援助などを通じて、ますます再生可能エネルギーに集中
するようになっている。変動性発電を補完するための蓄電
池や電気自動車など、その他のグリーンテクノロジーは、ア
フリカではまだ萌芽期にある（セクション 4.2.1参照）。

囲み 5 ― ガーナの再生可能エネルギーアプローチ

2011年に再生可能エネルギー法が制定されて以
来、ガーナは再生可能エネルギーを推進するために
一連の政策、規制、プログラムを導入してきた。再
生可能エネルギー法は、既存の大規模水力発電容量
に加え、2020 年までに電源構成に占める再生可能
エネルギーの割合を 20% にすることを国に義務付け
ている。また、その目標を達成するために、次のよう
ないくつかの規制ツールも提供している。
・経済規制機関である公益事業規制委員会（PURC）
が定期的に発表・更新する再生可能エネルギー技術
の固定価格買取制度（FiT）
・電力会社の個人顧客が家庭用ソーラーパネルで発
電したエネルギーを送電会社に売り戻すことを認め
るネットメータリング制度
・大規模産業や電力会社の大口顧客に対して電力消

費量の一定割合を再生可能エネルギーから購入す
ることを義務付ける再生可能エネルギー購入義務

（REPO）
2016 年に、エネルギー鉱物省は 20MW の太陽光

発電容量を調達するために、初のエネルギー競争入
札を計画した。南アフリカの IPP による落札価格は、
1kWh 当たりわずか 0.11ドル程度であった。その後、
同年に起きた政権交代により、プロジェクトの交渉は
1年半以上にわたって停滞した。

陸上風力発電の開発は従来、直接交渉を通じて、
主要な国営電力会社である ECG 社からライセンスを
受け、PPA を締結していた。ガーナ政府から独立し
た関係当事者（水力発電ダムを管理する国有企業を
含む）も、例えば水力発電ダムを貯蔵容量とするハ
イブリッド発電施設として機能するために、再生可能
エネルギー法に基づいてユーティリティスケールの
太陽光発電を調達した。
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3.政治経済の観点から見た改革

セクターガバナンスの複雑な政治経済に対処すること
は、多くのアフリカ諸国にとって依然として課題となってい
る。30 年間に及ぶ改革努力を経た今もなお、各国政府は
電力セクターの開発と制度改革で世界に追いつこうともが
いており、中には脱落した国もある。金融や破壊的技術に

おけるトレンドの変化は、戦略的改革に改めて注目が集まっ
ていることとともに、今やこの差を埋める機会をもたらして
いる。このような新たな改革の設計は、対象国の電力セク
ターの政治経済を考慮し、それに基づいて行われなければ
ならない。
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出所：調査アンケート。

図12 ― 電力セクター改革の主な原動力

出所：調査アンケート。

図13 ― 改革の障害
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電力セクター改革の背景にある論拠として最もよく挙げ
られるのは、電力セクターのパフォーマンス向上、投資の
誘致、資金不足や危機への対応を行う必要性である。特
にサハラ以南のアフリカでは、インフラ整備のための資金
が不足しており、各国政府は独立以来、しばしばドナーの
援助に頼ってきた。ほとんどの回答で、改革を推進・喚起
する要因として、または技術支援や資金援助を通じて改革

を促進する要因として国際ドナーや DFI が言及されている。
また、回答者は改革への道筋を円滑にするための決定要因
として、政治的リーダーシップ、国際的なトレンドや経験、
およびセクターガバナンスを巡るコンセンサスを挙げた。
図 12 は、改革の原動力について、アンケート回答者が言及
した頻度を示したものである。
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改革の進展や成功を妨げる要因としては、ガバナンスの
失敗や政治的な既得権益が多く挙げられた（図 13 参照）。
本セクションでは、改革の計画や実施と相互に影響し合う
政治経済およびガバナンス上の背景や要因、ならびにアン
ケート回答者がこれらの問題にいかに取り組み、論じたか
を考察する。
・　電力セクターの財務、構造、パフォーマンス
・　マクロ経済環境：危機、低開発
・　社会政治環境：政情不安、汚職、不平等
・　�制度的環境：国内制度、政治的リーダーシップ、国際

機関

3.1. 電力セクターの財務、構造、 
パフォーマンス

電力セクターはアフリカ諸国の政治経済システム全般の
中心であるため、高度に政治化されており、改革を巡って
激しい議論が交わされている。このセクターは戦略的に重
要であり、社会・経済開発と結びついていることから、成
長や工業化のエンジンとしてイデオロギー的重みが増して
いる。一方、巨額の投資が必要であることが、技術や資金
の外部依存につながっている。

財務的に持続不可能な電力会社や電力セクターへの投資
不足は、改革を正当化する主な要素である。アフリカ諸国
における電力セクターの資金調達は、いまだに国家予算と
密接に結びついている。料金と運営補助金は多くの場合、
ほとんど手を付けられないものであり、料金がコスト回収レ
ベルを下回っていることが多いにもかかわらず、回収率は
依然として低い。法規制改革がしっかり行われている場合
でも、コスト反映型料金に向けた取り組みが無益に終わる
こともあり、そうなれば電力会社の負担は深まる。

伝統的な改革モデルの失敗や、組織的腐敗に対する構造
的な脆弱性を認めているアフリカ諸国はほとんどない。各
国は、それらを認めると、マクロ経済的不安定性や政権移
行という観点から、国家自身に対する信頼性の危機を引き
起こしかねないと考えているのかもしれない。中央の電力
会社に発電が統合されているため、多くの場合、電力セク
ター再編の取り組みには強い反対が起きる。ザンビアでは、

「国営電力会社が規制機関に対して圧倒的な影響力を持って
いた」ため、規制機関は料金審査の条件に従い電力会社に
パフォーマンスに関する説明責任を負わせることができな
かった 20。改革に対する労働組合の反対がこれに輪をかけ、
独占を打破するチャンスが一段と小さくなった。

既得権者も、伝統的な業界モデル（またはハイブリッド
モデル）を維持することの利益を共有している。垂直統合
型の構造では、透明性が低下し、レントシーキングの機会
が増える。利害関係者には、コネ、入札、仕事を通じて得

た恩顧から利益を受ける人々が含まれる。また、補助金付
きの電力サービスを受けている人や、非公式に電力料金の
滞納を許されている人もいる。電力セクターの不明瞭で変
わりやすい組織構造も、関係者が既得権益を行使する余地
を生み出す。

3.2. マクロ経済環境：危機、低開発、
国際的トレンド

アフリカ諸国では、1990 年代に改革が初めて導入され
て以来、マクロ経済的要因が改革の必要性と成果の両方を
形成してきた。エジプト、ガーナ、ギニア、ナイジェリア、
ウガンダ、ザンビアなど、アンケート回答者のおよそ25%が、
改革の成功を妨げた要因としてマクロ経済環境の影響を挙
げた。為替レート、原材料費、燃料価格の変動性が高いこ
とから、アフリカ諸国は脆弱な立場に置かれている。高い
インフレ率や多くの通貨の切り下げを受けて、電力セクター
の料金やその他の外貨建て資産は目減りした。このことは、
電力セクターを支えるための国庫の資金調達能力に影響を
及ぼし、（通常は収益性を原動力とする）PSP を阻害した。

改革の設計者は多くの場合、ほとんどのアフリカ諸国が
直面している非常に複雑なマクロ経済環境と改革がどのよ
うに相互作用するかについて、細心の注意を払っていなかっ
た。「標準モデル」の推進者は、経済成長と開発にとっての
電力セクターの重要性を明確に理解していた。改革は、大
型の開発パッケージ融資と結びついた構造調整メカニズム
の一環として、通貨ショック、インフレ圧力、財政危機と必
然的に関連付けられた。その結果、改革を実施するための
取引コストが増加するとともに、「標準モデル」の中心であ
る競争的民間投資のリスクも高まった（そして投資意欲が
低下した）。

電力セクター改革の初期の経験が、その数十年にわたっ
て、国内外の改革プロセスに対する態度を形作った。ウガ
ンダなどいくつかの国では、「標準モデル」改革はすぐには
民間投資の流入につながらなかった。時には、供給サイド
の危機が長期化したことや、投資を呼び込むために政府が
特別な措置（政府による投資収益率の保証など）を講じな
ければならないこともあった。別の文脈では、民間投資が流
入した後、危機によって民間契約の撤回や再交渉の恐れが
生じ、投資家や当該国の投資プロファイルに打撃を与えた。

改革措置の選択、順序、一貫性を説明した、明確で統
合された電力改革プログラムはなかった。一方、改革
アジェンダは、真に政府主導の国家改革アジェンダと
いうよりも、ドナーや貸し手の要求を満たすためのも
ののようであった。 ― アンケート回答者（モザンビー
ク）。

20 ザンビアのアンケート回答から引用。
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「標準モデル」改革は、経済成長以外の国の経済的優先
事項と明確に結びつかない場合もあった。改革推進派は、
雇用創出、社会サービスの提供、現地化、工業化との明確
な関係を示さず、改革の論理もそうしたニーズのイデオロ
ギー的根拠と改革がどのように関係するかについての説明
を欠いていた。例えば、マラウイでは、改革は電力セクター
の財務状態を改善し、開発のために外部資金を利用する機
会ではなく、電力セクターの雇用や国家主権を脅かすもの
と考えられた。

電力市場の自由化という国際的なトレンドは 1990 年代
に徐々に他の地域に広がり、欧州やラテンアメリカで成功
を収めた。民営化を通じて資金調達危機に対応することは、
世界的な規範となった。特に他地域での成功を踏まえると、
競争改革はアフリカの電力セクターの課題に対する有望な
解決策を示した。一部の国では、オフテイカーと発電事業
者との分離は、PSP を刺激し、技術効率や運用効率の向上
を享受するための明白な選択であるように見えた。

多くの国は、通貨下落による輸入燃料価格の不安定化
や電力需要の増加を受けて、再生可能エネルギー投資に対
して市場を開放した。価格変動による火力発電のコストと、
干ばつ（気候変動の影響の増大）による水力発電の利用可
能性の低さが相まって、変動性再生可能エネルギー技術の
導入を促している。

3.3. 社会政治環境：政情不安、汚職、不平等

1990 年代の社会政治システムは、紛争、対立、不確実
性を特徴としていた。長期にわたる絶対君主制、内乱や民
族紛争、そして帝国主義の代理戦争による荒廃は、1990
年代と 2000 年代に多くのアフリカ諸国を混迷に陥れた。
政情不安や干渉、そして法の支配が欠如しているという一
般通念に悩まされている国では、電力セクターの財務問題
や低開発への対処がより困難であることが判明している 21。
パフォーマンス上の課題は、時として厳しいマクロ経済環
境に起因し、しばしばそれに拍車をかけた。その結果、継
続的なイデオロギー闘争や社会の分断が悪化した。スーダ
ンでは、政治・金融上の禁輸措置と長引く紛争が重なった
ことで、「一部の出資者がプロジェクトへの資金提供を取り
やめ」22、電力セクターの財務赤字が深刻化した。アンゴラ、
エジプト（2014 年以降）、ケニアなどの例外を除き、改革
プログラムの成功に寄与した要因として政治的安定を挙げ

たアンケート回答はほとんどなかった。

1986 年まで続いた政情不安と内戦により、インフラ
は荒廃し、システム拡大のための政府資金も限られて
いた。こうした状況から、ネットワークの改革・改修
や発電増強への投資が必要になった。IMF と世界銀行
が定めた経済自由化の理念が、エネルギーセクターや
国家予算全体に対する資金提供の前提条件であった。 
― アンケート回答者（ウガンダ）。

国際ドナーは、構造調整プログラムとともに、条件付き
融資や禁輸措置を用いて民主化を推進したが、これはしば
しば抵抗を引き起こした。場合によっては、「標準モデル」
改革が既存の政治的解決に疑義を突きつけたり、民主化に
向けてまとめられた脆弱な取引（多くの場合、政治指導者、
恩顧主義者のネットワーク、特殊な同盟の利益間のバラン
ス）を脅かしたりした。セネガルでは、1990 年代末に強力
で政治的つながりを持つ労働組合が改革を妨害するために
サボタージュを行い、3 日間にわたる全国停電が発生した。
国有企業に対する政治的支配を維持するために、ケニアは
1992 年から1997 年までの数年にわたり電力セクターへの
融資を禁止して改革に抵抗し、国内の供給危機を招いた。

改革への疑念は、電力セクターに関する考え方、支配エ
リートの政治的正当性、国家の支配権を巡って争われる既
得権益との関係につながっている。社会主義、自由主義、
国家中心主義、そして自立の理念といった中核的な思想体
系はすべて、電力セクターの戦略的性質とさまざまな形で
結びついている。電力セクターでは、さまざまな形の汚職
や恩顧主義が横行したり、（労働組合などによる）影響力が
行使されたりする可能性もある。政治指導者は社会支出を
助成し、後援会ネットワークを維持し、選挙資金を賄うた
めに、権力に依存していることが多い。このような状況にお
いて、「標準モデル」改革は、信用できない投資の約束や、
援助や融資の禁止という脅威以上に、政治指導者の関心と
一致しないかもしれない。

多くの国では1990年代以前から政情不安が続いており、
開発の障害になるとともに、長期にわたる改革の実施を脅
かしている。改革が実施されたとしても、それを覆すため
の政治的動きが起きる恐れがある。図 14 に、世界ガバナ
ンス指標に基づき、調査対象国の世界ガバナンス・ランキ
ングを示す。

21 アンケート回答による。
22 スーダンのアンケート回答から引用。
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汚職の抑制 政府の有効性 政治的安定
規制の質 法の支配 国民の発言力と説明責任

出所：世界ガバナンス指標（2018）。

図14 ― ガバナンス・ランキング

調査回答者の半数が貧弱なガバナンスと不適切なマネジ
メントの問題を指摘しており、これに汚職がしばしば輪を
かける。これらの問題は、改革の実施と持続可能性を妨げ
る障害となる一方で、利害対立や電力セクターの意思決定
における干渉の恐れを排除するための改革の必要性を生み
出す原動力にもなる。ガバナンスの弱さと汚職は、外国人
投資家を遠ざけ、電力会社の財務的・商業的な存続可能性
に悪影響を与えている要因としてよく挙げられる。一部の
国では、国有資産の民営化問題を巡って汚職や役人へのキッ
クバックの疑惑が浮上した。

3.4. 制度的環境：国内制度、政治的リーダーシッ
プ、国際機関

多くのアフリカ諸国では総じて制度が未発達または脆弱
であり、こうした不確実な環境の下で改革を実施するのは
難しい。民主化と構造調整プログラムは、20 世紀末にかけ
て混乱を招く制度構造の変化を引き起こした。技術的能力
が不十分で資金も不足していたため、公的機関はすでに弱
体化しており、国民の目から見て正当性を得るのに苦労し
ていた。一方、非公的機関は経済力と政治力の微妙なバラ
ンスを不安定化させる恐れがあった。

大統領府を含む政府も、マラウイ経済のすべてのセク
ターで公共改革プログラムを実施していた。 ― アン
ケート回答者（マラウイ）。

指導者連合による強力な政治的リーダーシップは、改革
を推し進めるために必要な政治的推進力となる。回答者の

3 分の 1以上が、改革を成功させるための要因または前提
条件として「政治的意志」を挙げた。エネルギー省と財務
省、そして有能な電力規制機関はしばしば、改革を推進し
たり、その成果を高めたりすると考えられている。例えば、
規制機関は、料金引き上げの条件や、財務省の場合は補助
金を受けるための条件を満たすよう電力会社に求めること
で、パフォーマンスの向上を促す。大統領、政府閣僚、規
制委員などの主要リーダーが改革を景気回復、汚職根絶、
投資家誘致のための手段と見なせば、彼らは改革の先頭に
立つことができる。ケニアとナイジェリアでは、大統領の支
援が改革を前進させ、政府と投資家の間の信頼を築くため
の安定した関係を育む政治的安定をもたらした。

改革の論理や期待される成果を、関係当事者や国民に
しっかりと伝える必要がある。ザンビアでは、改革のメリッ
トが十分に説明されなかった結果、改革後も電力会社は国
営のまま残ると宣言された。同様に、モザンビークでは、
改革のメリット、構造、順序などが電力セクター改革プロ
グラムに明示されていなかった。その結果、改革は国の事
情の範囲内で現地のニーズを満たすための国家的取り組み
ではなく、ドナーや他の当事者のニーズに合わせて設計さ
れているという認識が生じた。

電力会社の再編は、失業を巡って労働者と経営者双方の
不安を引き起こす。電力会社の従業員は、改革の最大の反
対者であることが多い。ナイジェリアでは、電力会社のス
キル不足の余剰人員が、労働組合を通じて人員削減や解雇
パッケージの受け入れを拒否した。

既存の法的枠組みの脆弱さ、不透明な執行メカニズム、
説明責任の欠如は、改革政策を拘束力のある法律に落とし
込む作業を複雑にしかねない。「標準モデル」改革へのコミッ
トメントが存在する国でさえ、強制力のある法規制枠組み
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の設計は改革を実施する上での課題となっている。一部の
国では、規制機関の独立性の欠如、能力不足、経験不足が
改革の進展を妨げている。規制委員や委員長の選出は、い
まだにほとんどの国で政治的に決定されており、政治との
完全な分離が不可能になっている。

国際機関は、改革を訴え、促進する関係者として最初
に挙げられることが多い。金融危機の局面で、各国政府
は DFI からの資金援助に頼ってきたが、それは多くの場合、
構造調整パッケージの一環として提供される。DFI は、電
力セクターの回復を支える技術援助による支援も行う。

改革を成功させるには、現地の機関に対する技術援助や
研修などの大規模な支援が必要になることが多い。政府、
法定機関、独立機関の能力開発に向けた十分な資金配分が
不可欠であり、エネルギー省や財務省、電力セクター規制
機関、電力会社、および電力セクターに影響を及ぼすその
他の機関についても同様である。能力開発プログラムは、
改革の根底にある理念を現地の関係当事者に伝えるととも
に、改革の成果として設立された機関を近代化し、強化す
るものである。また、改革の実現可能性調査に資金を提供
することもできる。電力専門家は、改革措置の国内擁護者
として行動し、その論拠を説明し、モデルの主要な論点に
対する支持を構築するためのスキルや知識を身につけるこ
とができる。例えば、ケニアでは、視察旅行や研修の取り
組みが、進歩的な改革を長期的に成功させるための重要な
特徴となっていた。現地での能力開発に重点を置くことで、
同国は発電の競争調達から恩恵を受けることができた。同
様に、一部の国（マラウイ、ガーナ、セネガルなど）は、
米国政府が拠出するミレニアム・チャレンジ・コーポレーショ
ン基金から最大 6 億ドルの助成金を受け取り、それが国内
の電力市場再編のきっかけとなった。

明確な政治的リーダーシップの欠如は、電力セクターを
「偽りの」改革に陥れかねない。「偽りの」改革は、国が新
たな政策や制度を導入しているように見えても、それに伴
う実施措置がないため、あからさまな反対を生み出す。電
力セクターに潜んでいる経済的・政治的な利害関係者は、
その能力を利用して権力者にアクセスし、制度改革や開発
を妨げる恐れがある。報道の自由が制限されている場合、
影響力のある人物は、イデオロギー的な理由で改革に反対
する広範な国民を容易に動員することができる。透明性と
説明責任の乏しさは、現状を変えようとする政治的意思の
欠如を助長する。
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4.改革の展望：機会と課題

ここでは将来に目を向け、アフリカの電力セクターが直面
している継続的な弱点（セクション 4.1）、喫緊の課題とト
レンド（セクション 4.2）について、大きな金融不安、大幅
な需要拡大、技術・経済の破壊的イノベーションという観
点から考察する。

4.1. アフリカの電力セクターは引き続き
弱さと不安に直面

アフリカの電力セクターを悩ませている広範な課題と弱
さが重なり合うことで、アフリカ大陸にエネルギー安全保
障上の慢性的な課題をもたらしている。運用、技術、財
務、公平性、政治の問題が電力会社のパフォーマンスを阻
害し続けており、質の高い電力サービスを提供する能力や、
インフラの開発・維持に投資する能力に影響を及ぼしてい
る。その結果、ほとんどの電力会社は未発達のインフラや
そのメンテナンス不足に悩まされており、それがひいては
停電、アクセス率の低さ、電力の利用可能性の低さ、高水
準のシステム損失につながっている。電力会社はエネルギー
不足に戦略的な電力供給制限で対処し、家庭や企業にとっ
て予測不能な停電を引き起こすことが多い。電力供給のた
めの重要な一環である送電インフラも投資不足に苦しんで
おり、必要なエネルギーを発電所からそれを頼りにしてい
る何百万人もの消費者に運ぶことができていない（World 
Bank/PPIAF 2017）。これらの弱さはシステム全体のコス
トを増加させるほか、サハラ以南アフリカの一部の国とシス
テムの信頼性の高さで際立っている北アフリカのほとんど
の国を除き、アフリカ大陸全般の電力供給に蔓延している
質や信頼性の低さにもつながっている。

アフリカの電力会社は技術的にも財務的にも大きな課題
を抱えており、顧客や投資家の信頼を得るのに苦労してい
る。新規プロジェクトを開発するには、資金へのアクセス
が不可欠である。最大の潜在的資金源である民間セクター
は、機能不全のシステムに投資することのリスクの高さから、
容易に尻込みしてしまう。一方、電力にアクセスできない 6
億 5,000 万人近い人々はアフリカ大陸の貧困層と農村人口

のほとんどを占めており、都市と農村の公平性や階級格差
の問題を突きつけている。公平性の問題は、電力コストの
高さ、汚職の蔓延、しばしば不透明で持続不可能な補助金
によってさらに悪化する。

エネルギーセクターの専門家がそれぞれのセクターで最
も緊急性が高いと考えている脅威に関する大勢的な意見を
探るため、アンケート回答者に対し、電力セクターに多様
な形で取り上げられる可能性の高いさまざまな関心事の関
連性について、（1～ 5 の尺度で）評価するようお願いした。

・　投資の誘致
・　電力会社のパフォーマンス
・　電力への接続
・　エネルギー安全保障
・　気候変動
・　国家主権や支配権の喪失
・　財政逼迫
・　汚職

回答者はほぼ例外なく、投資の誘致が最も緊急性が高い
と報告した。エネルギー安全保障と電力会社のパフォーマ
ンスも、サンプル全体で同程度の関心を集めている。この
ことは、金融へのアクセスを改善し、発電容量を高めてエ
ネルギーミックスを多様化し、電力会社の運用・技術・財
務管理を変革するための改革メカニズムの必要性が依然と
して際立って高いことを浮き彫りにしている。

平均的な電力アクセス率が他の大陸よりも低いことから、
アンケート回答者が電力への接続をもう1つの高い関心事
として評価したのも不思議ではない（全体で 5 点満点中 4.3
点）。ここでは、回答者が属する地域グループ間で大きな違
いが見られた。西アフリカと北アフリカの国は電力への接
続に高い関心を示しており（5 点満点中平均 4.7 点）、これ
は南部アフリカ諸国（平均 4.2 点）よりもやや高い。一方、
東アフリカの回答者はこの問題について中程度の関心しか
示していない（平均で 5 点満点中わずか 3.3 点）。
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関係当事者の将来に向けた関心の中心にあるのは、国の
エネルギー安全保障上のニーズを満たすことを任務とする
電力会社の資金需要と運用上の責任である（図 15）。投資
の誘致は、電力ネットワーク、接続、そして切望されてい
る電力供給を拡大するための道筋となる。これらの成果は、
国のエネルギー安全保障を強化し、さらには地域相互接続
が発展を続ける中、近隣地域のエネルギー安全保障も強化
するだろう。当然ながら、信用力の高い電力会社は投資を
呼び込む可能性が高いため、電力会社のパフォーマンス向
上は依然として優先事項である。

政治やガバナンスの将来的な問題は、電力専門家の関心
や議論をさほど喚起しない。各地域の回答者は傾向として、
電力セクターに対する国家主権が弱まる可能性と汚職のリ
スクがいずれも懸念材料としては中程度であることで意見
が一致している。よって、主権の問題や優先順位の不整合
に起因する地域協力への抵抗に対しては、プロジェクトレ
ベルでのより詳細な説明が必要になる。

ガバナンスや政治の問題と比較して、気候変動は関心事
としてやや強く意識されており、地球の気温上昇、干ばつ
の増加、水力発電用ダムの水位低下との関連が考えられる。
しかし、気候変動への不安は、電力セクターの投資、パフォー

マンス、安全保障の問題と合致しない。太陽光や風力など
の再生可能エネルギー発電技術への投資は、すでにアフリ
カ諸国の電力危機を解決するための大きな要素となってい
る。アフリカにおける産業の脱炭素化や炭素排出量削減の
問題は、電力セクター開発に関するより広範な問題と比べ
て小さく、他地域における脱炭素化の必要性と比べれば取
るに足らないものである。AfDB はこの分野で主導的役割
を果たしており、気候変動行動計画（2017）を策定した。

調査対象のほとんどの電力セクター専門家は、アンケー
トで示された今後の課題に取り組むために電力セクターの
機関が十分な準備ができているかどうかについて疑念を抱
いている（図 16）。これらの回答者は、組織、運用、規制、
財務の能力を強化するためにはさらなる能力開発が必要だ
と指摘している。機関が新たなビジネスモデルを採用し、
今後の課題に対処するための能力を促進すると回答者が考
えている追加的な要素は、政策支援と新たな金融メカニズ
ムである。しかし、気候変動に関する国際的合意の枠組み
に参加しているほとんどの国は炭素排出量の削減に向けて
自主的に取り組んでおり、DFI のほか、すべての事業活動に
おいて炭素排出量を削減するという野心的な目標を採用し
ている AfDB がその取り組みを支援している。

1 

2 

3 

4 

5 

出所：調査アンケート。

図15 ― 潜在的な関心度（26件の回答の平均）
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図16 ― 電力セクターの機関は今後のトレンドや課題に対処するための態勢を整えているか？
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出所：調査アンケート。

今後のトレンドがもたらすと予想される影響は、概ねポ
ジティブなものである。ほとんどの回答者は、競争調達の
結果、システムコストや発電コストが低下し、電力アクセス
率を引き上げる好機をもたらし、特に農村地域の経済発展
や成長に波及効果が及ぶと予想している。分散化、分散型
エネルギー資源、エネルギー効率化技術、ミニグリッドは、
料金体系に関する規制上の関心事であり、電力会社の新た
なビジネスモデルの必要性も促している。また、競争入札
やモバイル決済技術の導入により、電力会社のパフォーマ
ンスは技術的にも財務的にも向上する可能性があると考え
られている。系統運用者の能力を高めることは、柔軟な資源、
変動性再生可能エネルギー、双方向の電力フローを備えた
分散型グリッドを管理しながら、電力会社のパフォーマン
スを支援するための重要なステップである。

4.2 変化、挑戦、楽観主義が
アフリカにおける改革の次の 10 年を定義

破壊的技術は新たな機会をもたらしており、それを利用
するための新たな規制、政策、経済的手段の必要性を喚起
している（セクション 4.2.1）。アンケート回答者は、アフリ
カの電力セクターにおけるこれらのトレンドの高まりについ
て高い認識を報告しており、電力セクターの意思決定者が
その差し迫った影響に注目していることがうかがえる（セク
ション 4.2.2）。これらの変化は、電力会社の伝統的なビジ
ネスモデルや構造を見直す必要性を喚起するとともに、電
力セクター改革の新たな波の到来を告げている（セクショ
ン 4.3）。

 

4.2.1. 破壊的技術が電力セクター改革の 
新たな波を促進

エネルギーの世界は大幅かつ急速に変化している。電
力技術、サービス、市場におけるイノベーションの加速は、
相対価格と市場シェア、エネルギーの生産と利用の場所や
パターンを変化させ、衝撃を与えている。デジタル化、情
報通信技術、インフラがより複雑で分散化された形で利用
され、低コストの再生可能エネルギーや分散型エネルギー、
貯蔵資源が競争力を持つようになるにつれ、電力消費者は
徐々に生産者にもなりつつある。

2030 年までのアフリカにおける新規発電容量は、水力、
天然ガス、太陽光、風力、地熱、バイオマスが大部分を占め
るとみられる。これは、世界のエネルギーミックスの大きな
変化と合致している（図17）。アフリカの需要は、年平均 5.7%
のペースで増加すると予想されている（Multiconsult 2018）。
電力アクセスの増加とGDP の拡大がともにこの需要増大に
寄与しており、一部の地域、特に西アフリカと東アフリカで
は毎年それぞれ10%と11% の需要増加が見込まれている。

新世代の消費生産者、すなわちプロシューマーにとって、
電力は双方向に流れるものとなる。電力の消費と生産をリ
アルタイムにコントロールすることで、個人はエネルギーの
必要量と消費量を把握し、使用するエネルギー源や販売先
のエンドユーザーをコントロールできるようになる。スマー
トデバイスとスマートコントロールは、機械学習や人工知能
を備えたスマートメーターを補完し、快適さと経済性を最
大限に高めてくれるだろう。

配電および決済システムは、世帯間レベルでも、分散型
台帳技術やブロックチェーン技術を会計目的で利用するこ
とができる（Nsikak 2018）。ブロックチェーンは仲介者を
排除したオンライン通信プロトコルであり、これによって企
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出所：ブルームバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス（2018）、“New Energy Outlook (NEO) 2018”、
https://bnef.turtl.co/story/neo2018。

図17 ― 変化する世界の電源構成

世界の従来の電源構成 NEO 2018 が示す電源構成
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業や個人は監査可能な暗号化された台帳を作成し、エネル
ギー消費量やクレジット履歴を記録できるようになる。この
ような安全な台帳は、世帯間のエネルギー取引を促進する
可能性がある。

送電網や電力システムは、メッシュ状のパターンを持
つ、より放射状の構造に移行していくとみられる（Buljan 

2018）。ミニグリッド、コミュニティグリッド、分散型個別
発電システムが散在する従来の電力ネットワークの新たな
風景から、新たな形状のスマートグリッドが出現し始めるだ
ろう 23。モジュール式の再生可能エネルギー技術は、大規
模で低コストの発電源が依然として集中化され、離れた場
所にある場合でも、発電を消費者に近づけることができる。

先進国は、これらのイノベーションの影響を、途上国と
は異なる形で経験している。先進国の卸売および小売電力
市場は、競争力のある再生可能エネルギーのシェア拡大に
適応するのに苦労している。ゼロまたはマイナスの価格設
定が増えており、座礁電力資産がありふれたものになって
きている。既存のサービスプロバイダーは、売上高の減少
と送電網の離脱増加という、電力会社にとって古典的な死
のスパイラルを危惧している（O’Boyle 2017）。代替的な
電力事業モデルが登場しつつある。

先進国の電力市場の課題は、アフリカにはほとんど存在し
ない。電力の卸売市場や小売市場はどこにもなく、ほとんど
の国ではまだ電化率や電力使用率が低い。それでも、各国の
電力システムは急速に成長する可能性があり、革新的で破壊
的な技術によって新たに構築される可能性を秘めている。

アフリカでは、入札の成功に後押しされて、太陽エネル
ギーや風力エネルギーもブレークスルーを果たしており、
補助金なしの安価なグリッド接続電力を供給している。蓄
電技術の継続的なイノベーションに加え、ミニグリッドおよ
びオフグリッド・ソリューションの新たなビジネスモデルに
おける経験が増えたことも相まって、南半球の発展途上国

の多くは標準的な市場改革を飛び越え、オングリッドとオ
フグリッド両方での発電投資を加速させるため、それぞれ
のニーズに適した新たな電力市場の仕組みを設計し、移行
する機会を得ることができる。ただし、グリッドを基盤とす
る発電では、安定性を確保するために十分なベースロード
電源が必要となる。

アフリカ諸国は、一般的に1990 年代に策定された電力
会社再編案を見直して、新技術を最大限に活用し、民間資
金にアクセスし、新たなビジネスモデルを受け入れなければ
ならない。アフリカで電力会社を構造的に分離している国は
ほんの一握りに過ぎない。ケニアやウガンダなど、分離を実
施した国は、IPP による投資増加から恩恵を受けた。改革を
より多くの国に広げ、地域相互接続を拡大するほか、新たな
変動性再生可能エネルギー契約や、柔軟なバランス調整とシ
ステムセキュリティ資源を管理できる独立した送電・系統・
市場運用者（ISO）の能力を高めるという課題が残っている。
この課題を解決すれば、最小コスト（および低炭素）電力へ
の道が開かれよう。国の開発論議や計画における電力網の戦
略的地位やアクセスの問題を踏まえると、アフリカの ISO は
引き続き公的所有下に置かれる可能性が高い。スマートシス

23 次を参照：http://fractal-grid.eu/。
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図18 ― 新たなトレンドの関連性、影響、認識に関する平均評価（5点満点）
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テムや市場運用者の能力を高め、これらの新たな市場に機敏
に対応できるようにするのは容易なことではない。

特に農村地域のアクセス格差を解消する必要がある国は、
改革によってミニグリッドおよびオフグリッド・ソリューショ
ンが稼働するための余地を開ける必要がある。分散型再生
可能エネルギー発電技術、蓄電システム、スマートメーター、
省エネ家電は値下がりを続けており、それをきっかけとして、
ソーラーホームシステムやミニグリッドを遠隔地に手頃なコ
ストで提供する革新的方法を見出した新たなビジネスモデル
が爆発的に増えている。特に東アフリカでは、携帯電話や従
量制契約と連動したモバイルマネーが今では広く普及してい
る。鉱工業企業も独自のミニグリッドや再生可能エネルギー
による自家発電に投資している一方、分散型配電網によって
結ばれた住宅エネルギーコミュニティが出現している。従来
の電力会社は、これらの市場への参入の可否や是非を判断
したり、グリッドに接続される顧客基盤を主に都市部に限定
したりする必要がある。それらの市場でも、貧弱なサービス
や価格上昇を理由に、顧客は送電網から離脱している。新
たな市場設計モデルでは、移行を円滑にし、アクセス率を高
めるために、オフグリッドおよびミニグリッド・プロバイダー
の参入や、分散型エネルギー資源や配電への PSP の参入を
容易にするルールを盛り込まなければならない。

4.2.2. アフリカの電力会社は電力技術や
市場におけるイノベーションの関連性、
影響、タイミングの予測を開始

アンケートでは、電力専門家やその他の電力セクター関

係者に、新たな技術的トレンドや電力市場のトレンド 9 つ
について、その関連性と潜在的な影響を検討するようお願
いした。
・　�化石燃料技術と比べた価格低下や環境政策を背景とす

る、電源構成に占める変動性再生可能エネルギーのシェ
ア拡大

・　新規電力の競争調達（オークションや入札）の利用増加
・　�小規模再生可能エネルギーシステムによる分散型発電

を利用した電力網の分散化
・　�農村地域や低電化地域に電力を供給するミニグリッド

の増加
・　�変動性再生可能エネルギー技術を支援するための柔軟

な資源（ガスタービン、蓄電、需要管理など）の必要性
・　�複雑さの増大（柔軟な分散型資源によって補完された

変動性発電）を背景とする、電力システムを統合・管
理するための系統運用者の能力を高める必要性

・　�電力消費者の生産者化、電力の双方向化、ネットメー
タリング、送電網のメッシュ化

・　�消費者とプロバイダーとの新たな関係や力学を生み出
すモバイルおよびブロックチェーン決済技術

・　�エネルギー貯蔵システム（蓄電池）の台頭や成熟によ
り、再生可能エネルギーがベースロード発電にとって十
分なものになっていること
上記 9 つのトレンドのそれぞれについて、回答者に評価
をお願いした。

・　�今日の電力セクターにおけるこのトレンドの関連性はど
の程度ですか？

・　�政策立案者は、政治や規制のレベルでこのトレンドを認
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出所：調査アンケートのデータ。

表1 ― 新たなトレンドに関する関連性と影響のスコアの詳細

顕著性（1～5） トレンドの
関連性

電力セクター
での支持

政策立案者
による認知

将来の政策・
規制上の懸念 影響・重要性 国にとっての

有用性
トレンドの
顕著性の平均

再生可能エネルギーのシェア拡大 4.3 4.3 4.3 4.1 4.3 4.4 4.3

系統運用者の能力向上 4.5 4.3 4.2 4.4 4.7 4.4 4.4

競争調達 4.5 4.1 4.3 3.8 4.2 4.6 4.3

柔軟な資源による
変動性再生可能エネルギーの補完 4.0 4.0 3.8 4.0 4.2 4.2 4.0

新たな決済技術 3.9 3.6 3.3 3.8 4.1 4.0 3.8

分散型エネルギー資源 3.9 3.7 3.7 3.8 4.0 4.0 3.8

ミニグリッド、農村電化モデル 3.8 3.5 3.4 3.1 3.9 4.0 3.6

消費者のプロシューマー化 3.2 3.1 3.0 3.6 3.7 3.6 3.4

ベースロード電源としての
再生可能エネルギー＋蓄電 3.2 3.5 3.1 3.6 3.8 3.7 3.5

競争調達

分散型エネルギー
資源

ミニグリッド、
農村電化モデル

系統運用者の能力向上

新たな決済技術

柔軟な資源による変動性
再生可能エネルギーの補完

ベースロード電源としての
再生可能エネルギー＋蓄電

消費者の
「プロシューマー」化

現在 2025年まで 2030年まで 2030年～2040年 2040年以降

図19 ― 新たなトレンドの影響はいつごろ現れるでしょうか？（回答の平均）

出所：調査アンケートのデータ。

識し、議論していますか？
電力セクター関係者、特に電力会社は、太陽エネルギー

や風力エネルギーなどの再生可能エネルギー技術でブレー
クスルーが起きていることを認識しているようだ。これら
の技術は、直接交渉による取引や固定価格買取制度ではな
く、リバースオークションによって競争的に調達されること
が増えている。これらの変動性エネルギー技術のシェアが

拡大し、系統運用者の役割と機能がより複雑になるにつれ、
柔軟な補完的資源を調達・配分することで国内電力システ
ムのバランスを適切にとる能力を高める必要がある。これ
には、システムの信頼性と品質を維持するために、十分な
システム強度、慣性、無効電力、その他の必要な補助サー
ビスを提供できる技術が含まれる。

回答者は、電力システムの分散化が進んでおり、将来的
にはミニグリッドおよびオフグリッド・システムが普及する
ことも認識している。多くの消費者が電力の生産者にもな
る可能性は、グリッドの性質や形状、計測および決済シス
テム、デジタル化の範囲の今後の変化とともに、まださほ
ど広く受け入れられていない。蓄電技術で補完された再生
可能エネルギーが現在のベースロード発電技術に取って代
わるという考えは、最も受け入れられていなかった（それ
でも、顕著性の平均は 5 点満点中 3 点であった）。

本調査では概して、これらの新技術や電力市場のトレンド、
およびそれらの潜在的影響に対する認知度が比較的高いこ
とが明らかになった。この結果は、このような質問に対する

政策立案者や規制機関の意識が、他の電力セクター関係者
よりもわずかに遅れているに過ぎないことを示している。

また、ほとんどの電力会社は、これらのトレンドの影響
が今後 2 年以内に現れると考えており、特に再生可能エネ
ルギー技術のブレークスルー、競争入札やオークションの
利用増加、分散型エネルギー資源やビジネスモデルへの投
資拡大についてそう言える（図 19 参照）。系統運用者が太
陽光や風力の変動性を補完するために柔軟な資源を調達す
るという問題は、2020 年以降にしか関連性がなく、「プロ
シューマー」が大幅に増えるのは 2025 年以降と考えられ
ていた。

国や電力会社は、これらの破壊的技術や電力市場の新た
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図20 ―トレンドへの政策対応や規制対応を導入している国の割合

出所：調査アンケートのデータ。
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なトレンドの多くに対する対応策を策定し始めている（図
20）。より競争的な調達システムへの移行は、太陽エネル
ギーや風力エネルギーのリバースオークションとともにそ
の指標であり、その目的は価格を引き下げ、投資を増やし、
透明性を高めることにある。政策、法律、規制の枠組みに
より、分散型エネルギー資源のためのスペースが生まれて
いる。分散型エネルギー資源は、送電網の安定性を高める
とともに、言うまでもなく電力へのアクセスを改善する効
果を持つ。従量課金制のモバイルマネーシステムを利用し
たオフグリッド電力の新たなビジネスモデルも同様である。
変動性再生可能エネルギーのシェア拡大を適切に補完し、

必要なシステム強度と質を確保することができる柔軟な資
源を調達・管理するための系統運用者の能力を高める必要
性に直面している国はまだ少ない。同様に、より多くの消費
者が電力の生産者にもなり、ローカルなエネルギーコミュ
ニティ・グリッドが出現し、都市、地域、国のグリッドとさ
まざまな形でメッシュ接続されることにより、電力会社の性
質がどのように変革されるかを予測している国はほとんど
ないが、ビジネスモデルを変更しない限り、こうしたトレン
ドが電力会社の収益に悪影響を及ぼす恐れがあることはあ
る程度認識されている。

4.2.3. 未来の電力会社の登場

アフリカには、実現技術、ビジネスモデル、系統運用、
市場設計のイノベーションを受け入れるための機会がある。
実現技術や新たなビジネスモデルには、低コストの再生
可能エネルギーのシェア拡大とそれを補完するユーティリ
ティスケールおよび分散型バッテリー、電気自動車のスマー
ト充電、グリッド相互接続の強化、再生可能エネルギーを
利用したミニグリッド、需要管理と仮想発電所、埋設型グ
リッドとピアツーピア取引によるエネルギーコミュニティ、
コミュニティ共有所有権、従量課金制、そして最終的には
おそらく分散型台帳システムも含まれることになるだろう。

送電システムを分離して、独立した系統運用者や市場運
用者を設立するための新たな推進力が生まれるとみられる。
これらの運用者は、変動性、柔軟性、信頼性、およびシス
テムの強度と質の管理を担当する。運用者は、水力やその
他の資源をより複雑かつ即応的な方法で運用しなければな
らない。系統運用では、先進的な再生可能エネルギー発電

予測も統合する必要がある。大都市圏では分散型系統運用
者が登場する可能性があり、国のコントロールセンターと
の統合がさらに複雑になる。

これらの変化に対応するには、市場や規制の改革が欠か
せない。このような改革は、買い手と売り手の自発的取り
決め、送電網間の託送、スマートメータリングを可能にす
る市場の自由化を目的として設計される。料金体系には、（電
力の生産や消費が割安または割高である時を示す）エネル
ギーコストの時間的差異を反映した料金を含める必要があ
る。料金改革では、ネットワーク、柔軟な資源、信頼性の
高いサービス（自家発電を補完するため）について、ピー
ク発生時容量料金も導入されるだろう。

中長期的には、電力システムのデジタル化はシステムの
運用・計画・保守のあらゆる側面で変革をもたらすと考え
られる。新たなデータソースの爆発的な増加により、系統
運用者の仕事の仕方や、顧客がどのように消費に関与し、
消費し、消費を管理するかが変わるだろう。スマートメー
ターや地理情報システム（GIS）に加え、例えば「5G」デー
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タネットワーク、ソーシャルメディア、モバイルアプリ、ク
ラウドアプリやクラウドストレージ、センサーデータ、全地
球測位システム（GPS）、ドローン、重要インフラデータ、
企業資源計画（ERP）、ブロックチェーンデータ転送などが、
仮想現実や拡張現実、人工知能や機械学習、そして認知知
能を通じて意思決定支援に利用されるようになる。これら
は、電力取引、遠隔スイッチング、自動運転などの制御や
自動化に大きな影響を及ぼす。

4.3. 持続可能な電力事業変革アジェンダの実施

アフリカ大陸では電力会社と電力セクターの変革が今や
急務であることは広く認識されている。電力セクターを変

革するために多くの解決策が考案され、進められてきたも
のの、AfDB では次の 5 つの行動分野が優先的事項として
浮上すると考えている。1）電力会社における最小コスト統
合資源計画の強化、2）電力セクターのガバナンスとマネジ
メントの向上、3）電力セクターにおける人材管理の効率化、
4）セクター改革の支援と電力会社の財務的持続可能性の
達成、5）（DFI、投資家、技術プロバイダー、サービスプロ
バイダーとの）スマートパートナーシップの促進。これらの
行動分野は、電力セクターの持続的な変革のための方策で
ある。これにより、電力会社は投資主導の政策・法規制枠
組みの下、企業の効率性を高め、民間セクターの参加を得て、
運用を行えるようになるだろう。
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5.改革の次の波を設計・実施するための
政策的な意味合い

「標準モデル」の処方的アプローチは、アフリカ諸国の電
力セクターが抱える課題に対して期待されたような万能薬
ではなかった。アフリカの国で、電力セクター改革の「標
準モデル」にある一連の政策的処方箋をすべて文字通り
に導入した国はない。これは政策で正式に決定された場合
もあれば、取引コストの高さや政治経済的な問題、あるい
はその他の実施上の障害が原因であった場合もある。独立
した規制機関を設立するための措置は、発電事業への IPP
の参入を認める規則と並んで、アフリカ大陸で最も一般的
な改革となっている（Victor and Heller 2007; Gratwick 
and Eberhard 2008）。アフリカでは、真の卸売電力市場
や小売電力市場がまだ機能していない。

電力セクターの改革と開発は、緩慢で骨の折れるプロセ
スである。改革の成果に関連する空約束、特に民間投資の
流入、料金低下、アクセス拡大の空手形に抗議して、国民
の激しい非難や政治的反発が幾度となく改革を頓挫させて
きた。

アフリカでおよそ 30 年にわたり「標準モデル」改革が
進められてきた結果、現地での直接の経験と世界の文献の
両方から、実践的な教訓と政策的な意味合いが得られてい
る。過去の改革からの教訓は、アフリカ諸国における電力
セクターの意思決定の将来に役立つ。本セクションでは、「標
準モデル」アプローチに基づく改革を成功させるための一
連の戦略（セクション 7）、新規および既存の課題への対応
に向けて今日の電力セクターを適応させるための提言（セ
クション 5.2）、政策立案者が行動に移すためのいくつかの
追加的な含意（セクション 5.3）を示す。

5.1. 「標準モデル」改革から取り入れた要素は電
力セクターのパフォーマンス向上になお有効

特に規制改革を通じて、政府と電力会社の役割と責任
を分離し明確化する。ガバナンスの改善は、投資を呼び込
み、改革と開発の取り組みを可能にするための明確なシグ
ナルである。優れたガバナンスは、長期的で信頼できる政
策への道を開き、規制能力を向上させ、IPP の競争入札の
透明性を高め、資源・発電・配電契約を強化する（Williams 
and Ghanadan 2006）。政府は、規制機関に適切な自律性
を与えて自らは国有電力会社の直接的なガバナンスから身
を引くことに時として消極的であり、電力会社の財務的な持
続可能性を損なうことが多い。規制機関（および法律）が
政治関係者と向き合い、既得権益を管理することでこうし

た困難な政治経済的状況に対応すれば、電力セクターのガ
バナンスは直ちに恩恵を享受することができる。

効果的で透明性が高く、公正なライセンシングや料金決
定を行う法的権限を持つ、独立した電力セクター規制機関
を設立し、強化する。規制機関は、電力セクターで PSP を
持続可能な形で育成するために、契約と一貫性のあるライ
センシング規則を執行できる必要がある。規制改革が成功
するのは、規制上の決定が透明でルールに基づくプロセス
で行われ、政治的干渉を跳ね返すことを関係当事者が信頼
できる場合である。例えば、ケニアでは、規制機関の独立
性が改革の実施を助け、ポジティブな成果をもたらしてい
る。同様に重要なこととして、規制は社会福祉や公平性の
問題を考慮して公正に定義および適用されるべきであり、
同時に、規制対象企業の規制負担を軽減するために締め付
けのバランスをとらなければならない。寛容な規制要件は、
ジンバブエやタンザニアなど多くの国でミニグリッド産業や
オフグリッド産業が盛んになり、貧しい農村地域に電力サー
ビスを提供するのに役立っている。

規制機関の予算と意思決定の「独立性」のための堅固な
規定を設ける。この枠組みでは、政治からの規制機関の運
営・財務的な独立性を確保するとともに、規制委員や委員
長の任命や構成における政治的関与を最小限に抑えなけれ
ばならない。規制機関の財務・運営能力の向上は、社会的
公正の優先順位とのバランスさえ取れていれば、コスト反
映型料金への円滑な移行を実現するのに役立つ。カメルー
ン、ギニア、ザンビアなど別の状況では、規制機関が政治
プロセスや政府に依存していることが、改革の成功を妨げ
てきた。

料金を予測可能でコストを反映した（そして執行可能な）
ものにする。これは電力会社の財務的な持続可能性の基盤
となり、信頼できるオフテイカーに依拠した新規投資を呼
び込むのに役立つ。警告的な例であるナイジェリアでは、
多くの標準モデル型改革が実施されてきたものの、コスト
反映型料金はまだ導入されていない。電力消費者への十分
なメーター展開を実現するメーター規制を導入することで、
蔓延している違法接続、請求額算定法、電力の盗難が減少し、
ひいては電力会社の信頼性、運用効率、財務的存続可能性
が向上する。

明確な法規制枠組みの下で、特に発電投資における PSP
を奨励する。どの国であろうと、電力セクターの開発目標
を達成するためには、民間セクターや国際的資金源からの
投資が欠かせない。また、ネットワークの拡張や保守も、
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適切な取り決めに基づく民間資本の流入から大きな恩恵を
受けることができる。このような投資は、国家・公共の利
益と投資家の利益を公平にバランスさせた適切な環境でな
ければ実現できない。その一方で、契約、コンセッション、
投資はしばしば政治的論争の種となってきた。このリスクを
軽減するには、市場で PSP を認める前に、尊敬される成熟
した規制機関を整備する必要がある。この点では、改革介
入の戦略的かつタイムリーな順序が重要である。

バリューチェーン全体で最小コストの電力セクター計画
を立てるための能力を高める。電力セクターのこの分野は
往々にして資金が不足しており、各国は電力マスタープラ
ンの更新をドナーからの無償支援やコンサルタントの作業
に頼っている。計画部門は計画を定期的に更新し、最新の
需要およびコストデータを反映するとともに、新規発電調
達の時期や需要サイドの取り組み（エネルギー効率への投
資は依然として需要を満たすための最も低コストの方法の1
つである）を伝える必要がある。外部のアドバイザーが作
成した文書は、電力システムへの投資や保守に関する生き
た最新地図として役立つはずだ。

新規発電のための競争調達プロセスを導入する。競争入
札により、近年、発電プロジェクトの価格は劇的に低下し
ており、特に再生可能エネルギー（太陽光や風力）を使っ
た場合などはそう言える。確立されたデータによると、競
争入札やオークションでは、固定価格買取制度や非公募の
直接交渉プロジェクトよりも価格が安くなる。

電力会社のガバナンス、マネジメント、システムを向上
させるためのインセンティブや構造を改善し、技術的・財
務的なパフォーマンスを支える。規制、PSP、分離、競争
調達は重要ではあるものの、電力会社の持続可能性を確保
するためには必ずしも十分ではない。パフォーマンス向上
のための整合性の高いインセンティブを確立することが重
要である。株主と電力会社の取締役会との間、および取締
役会と経営陣との間のパフォーマンス契約には、実際の中
長期的なパフォーマンスと連動した報酬と罰則を盛り込む
べきである。パフォーマンス契約を適切にモニターするた
めには、電力会社の株主、政府省庁、国有企業、規制機関
の能力向上が鍵となる。また、新技術や運用システムへの
必要な投資を支えとして、電力会社の中核機能を強化する
ための追加的な介入が必要になる場合も多い。

 

5.2. 未来に立ち向かうためには、政策、規制、
市場、制度の積極的な改革が必要

電力セクターに変革を行きわたらせるためには、次のよ
うな政策・規制・市場・制度改革の枠組みが必要である。
・　�すでに起きている不確実な変化に対応するための柔軟

性を持つ。
・　�集中型と分散型の両方のエネルギープロジェクトからな

る効率的なポートフォリオの出現を許容する。
・　�潜在的な利益相反を最小限に抑えるよう、電力セクター

を構築する。
発電と送電を分離して独立した送電・系統・市場運用者

を設立し、潜在的な利益相反を排除する（特に、設備容量
が 1,000MW を超える中・大規模システムについて）。シ
ングルバイヤーシステムでは、利益相反が生じる場合が多
い。国有電力会社は、自社の発電に投資しなければならな
い一方で、電力システム計画に従い、IPP から電力を購入
するよう義務付けられている。系統・グリッド運用と買い手
の機能を、発電投資・運用の機能と分離することで、透明
かつ競争的に最小コストの電力を計画、調達、契約するた
めの基盤が構築される。新たな低コストエネルギー技術の
ブレークスルーに伴い、グリッドや電力市場を管理するた
めに ISO が担う計画、調達、契約、実行の役割が重要になる。
中央のグリッド運用者や ISO は、以下のような複数の分野
で能力を高める必要がある。
・　�安価な変動性太陽・風力エネルギー技術を補完し、バ

ランスをとるために、新規エネルギー容量、および蓄電
池を含む柔軟性のある分散型資源について、効果的な
オークションを行う。

・　�発電および補助サービスの迅速な実行を通じて、シス
テムの変動性、柔軟性、信頼性、安定性、および質を
管理する。

・　�グリッドの拡張を計画し、経済的に採算が取れる場合
には局所的システムやミニグリッドと相互接続する。

現地での研究開発投資やエネルギー製品製造を含め、可
能技術やビジネスモデルのイノベーションを受け入れる。
低コストの再生可能エネルギーのシェア拡大は、ユーティ
リティスケールの分散型蓄電池と、さまざまな分散型エネ
ルギー資源の両方で補完する必要がある。これらは、電力
システムの効率性を高め、発電容量を拡大すると同時に、
変動性再生可能エネルギーを統合し、グリーン成長への移
行を促す。これらの技術に関する能力開発や現地の製造セ
ンターに投資するための適切なインセンティブがあれば、
アフリカ諸国はこれらのイノベーションから最大限の恩恵を
得ることができる。

将来を見据えた政策と規制を通じて、分散型エネルギー
資源のために市場を開放する。各国は、ミニグリッドおよ
びオフグリッド・システムを含む小規模発電のためのライ
センシングや登録要件を免除または簡素化することで、小
規模分散型エネルギーシステムにおけるイノベーションや
投資を容易にしなければならない。電力会社も、これらの
新たな市場に参入するために、あるいは、少なくとも合弁
事業やエネルギー効率化サービスの提供などを通じて市場
と効率的に連携するために、新たなビジネスモデルを採用
する必要がある。さらに、政策や規制の枠組みを調整し、
個人や企業がエネルギーサービス、サプライヤー、顧客を
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コントロールする方法やタイミングを選択できるようにする
必要がある。

エネルギーの生産者（すなわち「プロシューマ―」）にも
なりつつある消費者と接するために、より複合的で効率的
なシステム計測・請求システムと発電容量を開発する。配
電や電力の小売には高度な計測・決済システムが必要にな
る。規制料金には、ピーク／オフピーク容量のようなエネ
ルギーコストの時間差や、ネットワーク、柔軟な資源、信
頼性サービスのエネルギー料金を反映させなければならな
い。

分散型エネルギー資源とエネルギー効率への投資を促進
するための料金、スマート補助金、政策、市場改革を設計
する。買い手と売り手の自発的取り決め、送電網間の電力
託送、スマートメータリングを可能にする市場の出現を認
め、分散型エネルギー資源による低コストの容量追加を促
進する。エネルギー効率の高い原材料や技術に課す賦課金
を軽減し、省エネルギー投資を促す。このような市場では、
電力会社が製品提供を拡大できるような革新的な料金体系
が必要である。

送電相互接続とそれに関連する機関の能力（電力プール、
地域計画、規制、系統運用）に投資する。電力プールは、
適切な規制枠組みや商業的枠組みの中で、規模の経済、効
率性の向上、供給の安全性を実現することができる。送電
網や発電所には、維持・拡張のための協調投資を含め、越
境取引を支えるための十分な容量が必要である。越境取引
を調整および監督するために、特別事業体を設立または任
命する必要がある。

越境取引に参加する電力プールのメンバー間で、共通の
政策、規則、執行メカニズムを策定する。市場の一貫性を
確保するためには、国の政策や規制を地域レベルのそれと
整合させなければならない。電力プールがシステム計画、
プロジェクト開発、建設、運用を組織化し、IPP の参加を含
む電力取引の商業ルールを確立するためには、合理化され
た枠組みが必要である（World Bank 2009）。信頼やエネ
ルギー供給の安全性を確保するために、契約は尊重されな
ければならない。地域の規制機関やその他の指名機関には、
取引の取り決め、送電の価格設定、紛争解決など、市場を
管理するための明確な権限が必要である。規制の執行や、
紛争に関する勧告意見の提示について、責任と権限を明確
にする必要がある。

5.3. 電力セクター改革を成功させるためには
政治経済的要因やプロセスについて慎重な
考慮が必要

本調査は、改革が成功する背景には、優れたガバナンス
や安定性など、改革を可能にする政治的要因があることを
示している。電力セクターの主要関係者は、改革のメリット

を明確に認識してそれを統合する必要があり、改革を定着
させるためにはあらゆるレベルでの優れたガバナンスが欠
かせない。改革の標準モデルをより多く実施している国（ウ
ガンダ、ケニア、ナイジェリア）では、国家元首、エネルギー
相、財務相などの主要関係者のリーダーシップが恩恵をも
たらした。政治的安定を可能にする環境は、電力セクター
に対する民間セクターの信頼を生み出す。このような環境
においてこそ、改革における競争や PSP の導入は、追加的
な容量投資につながる可能性が高くなる。

改革戦略を策定する際には、一般市民、市民社会、電力
セクター関係者、政治関係者や政治団体、民間セクターの
主要メンバーと協議し、参加してもらう（Besant-Jones 
2006）。閉鎖的な政策プロセスはこれまで、主要な関係者
や団体、特に議会、司法、従業員組合などからの幅広い支
持や正当性の認識を軽視したせいで、改革を実施する上で
の政治的、社会的、技術経済的な実現可能性を損なってき
た。改革の論理と望ましい成果を、電力セクターをはじめ
とする関係当事者に明確に説明する必要がある。関係当事
者の参加、職員の研修、国民の意識向上キャンペーンは、
電力セクターのバリューチェーン全体に改革の目標、メリッ
ト、構造、順序を明確に伝えるのに役立つ。例えば、ケニア、
ザンビア、モザンビークでは、目標や期待される成果につ
いてのコミュニケーション不足が往々にして改革プロセスの
妨げとなっており、これがコミュニティの参加や土地利用の
問題に難題をもたらしている。

特に不平等が大きい社会では、凝り固まった政治的・経
済的権力の力学に注意を払う。公的機関の弱さや経済発展
の低さは、国際投資への依存度の高さと相まって、改革プ
ロセスに大きな制約をもたらす。改革の立案者や提唱者は、
特定の利益団体が政治、経済、規制、物理的プロセスに影
響を及ぼす範囲を過小評価することがある。その結果、計
画が裏目に出て、世論の反発を招き、（ガボン、南アフリカ、
マリのように）大失敗に終わったり、さらにはすぐに逆戻り
してしまったりする場合もある。

現実的で透明かつ開かれたプロセスを通じて、改革プロ
グラムの各段階で各国の背景的特徴を考慮する。改革プロ
グラムでは、現実的な目標とスケジュールを設定し、適切
な措置と改革手順を選択し、政治的に実現可能な改革の道
筋を明らかにすべきである。電力セクターの開発に「画一
的な」アプローチは存在しない。改革は現実に基づいて行
われるべきであり、電力セクターのスタート時の状況、政治
経済のニュアンス、国内の全般的なマクロ経済・社会情勢
に注意を払わなければならない（Williams and Ghanadan 
2006）。電力アクセスを増やすためなど、公共の利益を優
先することで、国民の支持を強化し、前向きな成果が得ら
れる可能性を高めることができる。

各改革案を、電力セクターにおける国の目標達成に役立
つかどうかに照らして評価する（Besant-Jones 2006）。
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「標準モデル」の手順や成果だけに焦点を絞ると、現地の資
源基盤や経済構造、さらには電化目標のような国家目標な
ど、重要な背景的違いが無視されてしまうことがある。多
くの場合、制約要因と実現要因はマッピングされておらず、
十分に理解されていないため、改革の成果や進展は、世界
のマクロ経済や地政学的条件に翻弄される（特に小島嶼国
や内陸国の場合）。

改革を設計・計画する際には、マクロ経済的問題やその
他の外生的リスクを考慮する。改革における競争や PSP の
導入とは無関係に、現地通貨の変動やインフレはしばしば
パフォーマンスを阻害し、民間セクター投資の意欲を削ぐ。
政治、気候、技術の変化も、改革政策や規制の期待される
進展にリスクをもたらす。このような要因を評価し、実施
段階全体を通じてこれらのリスクを軽減する措置を策定す
ることが、改革を計画する上では欠かせない。

電力セクター開発を、市場ベースのアプローチか国家
主導のアプローチかという選択ではなく、最適なアプロー
チの組み合わせとして考える。特にアフリカ諸国では、多
くの場合、人的、財政的、技術的、組織的な資源が限ら
れている。各国は、民間セクターと公的セクターに存在す
るすべての能力を活用しなければならない（Hudson and 
Leftwich 2014）。開発実践コミュニティでは、権力の分配
と制約に焦点を当てて、「ガバナンス」または「グッドガバ
ナンス」アジェンダでこれを達成する方法を検討している。
グッドガバナンスでは、官僚制度、法制度、規制制度に
ついても、その能力、独立性、尊重されている度合い、さ
らには汚職や社会政治的安定性などに目を向ける（World 
Bank 1989）。

改革後のプロセス、活動、成果をモニターし、評価する。
独立した電力規制機関は、新たな改革の進捗状況を追跡・
評価するとともに、新たな機関や関係当事者がパフォーマ
ンス契約を遵守しているかどうかをチェックするための有
効な手段になり得る。ナイジェリアの場合、電力セクター
改革は期待を裏切り、運用効率と発電拡大における成果は
ほとんどなかった。以前は国有だった資産を取得した民間
企業の多くは、パフォーマンス契約を完全には遵守してお
らず、損失の削減や電力事業の拡大という点で期待通りの
成果を上げられなかった。その原因の一部は、企業自身の
財務能力不足や、政府が対処することになっていた非コス
ト反映型料金が蔓延していたことにある。

改革プログラムの計画は、移行期間に注意を払いつつ、
柔軟性と耐久性を備えたプログラムになるよう、適切な
ペースと順序で進める（Jamasb, Nepal and Timilsina 
2015）。改革が完了するまでには予想よりも長い時間が
かかることが多い。プログラムの勢いを維持するための計
画を立て、期待を管理することが重要である。電力セク

ター関係者がオープンに議論する場を定期的に設けること
は、最新情報を取り入れた政策を策定し、改革へのコミッ
トメントを再確認するのに役立つ。政策プロセスに一般市
民や関係当事者を参加させ、透明性と優れたガバナンス
慣行を取り入れることで、改革プログラムに正当性を持た
せることができる。IPP の競争調達の導入など、電力セク
ター改革の勢いを維持するための戦略的な改革措置を選択
することは、協議プロセスの不確実性を軽減する助けとな
る（Bhattacharyya 2007; Besant-Jones 2006; Jamasb, 
Nepal and Timilsina 2015; Williams and Ghanadan 
2006）。

アフリカ諸国の電力セクターに関するデータ収集のため
の制度的規範を、国および地域レベルで、また国際的な学
習センターを通じて策定する。「知識は力なり」は決り文
句であるだけでなく、世界を形作る現実でもある。電力セ
クターに関する最新情報を追跡することで、政策立案者、
計画立案者、規制機関、投資家はそれぞれの機能を遂行
し、健全な意思決定を行うための貴重な知識を得ることが
できる。データ収集は、国および電力会社レベルで制度化
と標準化を行うべきである。AfDB は最近、アフリカ各地
の電力セクターに関する重要な統計情報を公開するプラッ
トフォーム「アフリカ・エネルギー・ポータル」」（Africa 
Energy Portal）を立ち上げた。アフリカ 42 カ国の電力セ
クターを調査した結果、多くの教訓が明らかになったが、
将来の意思決定に役立つ標準的な最新データへのアクセス
が依然としていかに複雑であるかも判明した 24。より長期
の調査プロジェクトで改革の実績、成果、将来を検証すれば、
アフリカ諸国は電力セクターを設計・マネジメントするため
の貴重な情報を追跡し、入手することができるだろう。

5.4. 電力セクター改革の次の波は目の前

アフリカの電力セクターを改善するための重要な進展が
過去 20 年間にあったとはいえ、DFI が提案した改革モデル
は完全には実施されていない。ほとんどの国では独立した
規制機関が設立され、より透明性の高い料金設定に向けた
全般的な動きがあるものの、よりコストを反映した料金を
採用している国はほとんどない。PSP は、特に IPP への投
資を通じて、ますます一般的になっている。一部の国では、
電力会社や送配電システムの民間コンセッションやリース
も導入されている。発電・送電・配電サービスを分離して
いる国はほんの一握りに過ぎない。だが、電力会社が将来
の課題に直面するにつれ、このような再編はより重要にな
るだろう。

電力技術、サービス、市場のイノベーションの加速によっ
て、エネルギー市場やエネルギーの生産と利用のパターン

24 本調査のためにデータ提供を依頼したAPUA加盟電力会社55社のうち、我々のメッセージに反応してくれたのはわずか23社（半数未満）、アンケートに回答してくれたのは17社（3分の1未満）だけであった。
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が変化している。デジタル化、スマート情報通信技術、イ
ンフラが普及し、再生可能エネルギーや分散型エネルギー、
貯蔵資源の低価格化が進めば、アフリカの電力消費者は徐々
に生産者にもなっていくだろう。こうした変化の結果、物理
的なグリッド構造も変化していくと予想される。

一部のアフリカ諸国は、OECD 諸国では当たり前になっ
ている本格的な卸売および小売電力市場への移行というス
テップを省略する可能性が高い。代わりに、アフリカ諸国
は技術、ビジネス、市場、規制のさまざまなイノベーショ
ンを取り入れ、より気候変動に強く、持続可能な電力の未
来へと飛躍する可能性を手に入れることができる。

イノベーションのペースを踏まえると、アフリカにおけ
る電力セクター改革の次の波は目前に迫っている。アフリ
カ諸国は、将来を綿密に予測しようとするのではなく、以
下のような先を見越した政策・規制・市場・制度改革の枠
組みを構築すべきである。

・　すでに進行中の不確実な変化に柔軟に対応できる。
・　�集中型と分散型の両方のエネルギー資源の効率的な

ポートフォリオの成長を促進することができる。
・　�潜在的な利益相反を最小限に抑えるために、電力セク

ターの構造を再評価する。

各国の改革の優先順位とプログラムは、それらを設計お
よび実行する際に、政治経済的な力学に細心の注意を払わ
なければならない。持続的かつ効果的で公平な改革を可能
にするためには、関係当事者のニーズを把握して統合し、
幅広い支持を得るために一般市民を巻き込み、既存の利益
団体のパターンを考慮することが不可欠である。



附 録
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附 録

本アンケートは、電力セクター改革に関する各国の経験
や電力会社の展望など、具体的な情報を集める包括的な
データ収集ツールとして設計されている。これらのデータ
は、回答国の歴史的な背景要因、イベント、改革の成果、
および将来のトレンドや認識をマッピングし、電力セクター
改革の成功と課題、および将来のトレンドに対応するため
の継続的なニーズの全体像を作り上げるのに役立つ。

アンケートは以下の 4 つのパートから構成されている。

・　�改革イベントのスケジュールと電力セクターの構造。
改革のさまざまな側面（政策、法律、規制、競争、再編、
民間参加など）に関するデータを、それぞれの改革イ
ベントや取り組みに関連する日付を明記してもらったう
えで収集する。

・　�改革の背景：原動力、実現要因、障害。回答者に対し、

国内の電力セクター改革に関するさまざまな原動力（改
革の動機付け要因、条件、関係者）、実現要因（改革の
実施を促進または後押しした背景や関係者）、障害（改
革を阻止または妨げた条件や関係者）を特定するよう
お願いした。

・　�改革の取り組み。データを収集し、電力セクターの現
状を把握することで、改革の成果や影響を示す。アン
ケートでは特に、電力システムの投資と拡張、電力会
社の財務パフォーマンスと技術パフォーマンス、電力ア
クセスのレベル、消費者にとっての購入可能性、競争の
度合い、汚職などに関するデータの提供をお願いした。

・　�今後のトレンドと関心事。電力セクターで発生している、
または発生する可能性のあるさまざまな将来の変化の
関連性と潜在的な影響について、各国の回答者の認識
と予測を調査する。

附 録 1

方法論 ― アンケート

附 録 2

アンケート回答者

下表に、調査に参加した事業体、または個人回答者の所
属を示す。アンケートには 26 カ国から合計 30 件の回答が
寄せられた。回答の 3 分の 2（20 件）が電力会社または電
力会社職員から、6 件が国の電力規制機関または政府・政

策立案機関の職員から、4 件が電力セクターの独立専門家
からのものであった。データ収集ツールとしてのアンケート
の有効性は、詳細な質問に質の高い率直な回答を返せる立
場にいる、国内の知識豊富な回答者の関与にかかっている。
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表2 ― アンケート回答者

国 回答した組織（または所属）の名称 説明

アンゴラ 送変電公社（RNT）

ベナン電力・水資源公社（SBEE）

送電公社

ベナン 垂直統合型電力公社

ブルキナファソ ブルキナファソ電力公社（SONABEL） 垂直統合型電力公社

カメルーン エネオ・カメルーン　SA
　　

垂直統合型電力公社

コートジボワール   コートジボワール・エネルギー公社
（CI-ENERGIES） 垂直統合型電力公社

コートジボワール コートジボワール発電会社（CIPREL） 独立発電事業者

エジプト エジプト電力持株公社（EEHC） 垂直統合型電力持株公社

エチオピア 水・灌漑・エネルギー省 エネルギー担当の政府省庁（独立回答者）

ガーナ 独立コンサルタント エネルギーセクター・コンサルティングアドバイザー

ガーナ ギニア電力公社（EDG） 垂直統合型電力公社

ケニア ケニア発電公社（KenGen） 国営発電会社

リベリア リベリア電力公社（LEC） 垂直統合型電力公社

マラウイ マラウイエネルギー規制庁（MERA） エネルギーセクター規制機関（独立回答者）

マラウイ 独立コンサルタント エネルギーセクター・コンサルティングアドバイザー

マリ マリ・エネルギー公社（EDM） 垂直統合型電力公社

モロッコ モロッコ国営電力・水道公社（ONEE） 垂直統合型電力公社

エネルギー規制庁（ARENE） エネルギーセクター規制機関（独立回答者）

鉱物資源エネルギー省（MIREME） エネルギー担当の政府省庁（独立回答者）

ナミビア ナムパワー（ナミビア電力公社） 垂直統合型電力公社

ナイジェリア 政府アドバイザー エネルギーセクター・アドバイザー（独立回答者）

ルワンダ インフラ省（MININFRA） エネルギー担当の政府省庁

セネガル セネガル電力公社（SENELEC） 垂直統合型電力公社

南アフリカ エスコム 垂直統合型電力公社

南アフリカ 独立コンサルタント エネルギーセクター研究員

スーダン スーダン電力持株公社 垂直統合型電力公社

トーゴ トーゴエネルギー・電力会社（CEET） 垂直統合型電力公社

チュニジア チュニジア電力・ガス公社（STEG） 垂直統合型電力公社

ウガンダ ウメメ 配電公社（コンセッショネア）

ザンビア 独立コンサルタント エネルギーセクター・コンサルティングアドバイザー

ジンバブエ ジンバブエ電力送配電会社（ZETDC） 垂直統合型電力公社の送配電子会社
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表3 ― 改革指標とパフォーマンス指標を算出するためのデータの有無

国 改革指標 パフォーマンス指標* アンケート
アルジェリア 有 有
アンゴラ 有 5つのうち3指標：IA、RS、EA
ベナン 有 有
ボツワナ 有 有
ブルキナファソ 有 有
ブルンジ 有 有
カメルーン 有 有
中央アフリカ共和国 有 5つのうち4指標：IA、EA、OE、FV
チャド 有 5つのうち3指標：IA、RS、EA
コンゴ民主共和国 有 5つのうち4指標：IA、RS、EA、OE
コンゴ共和国 有 5つのうち4指標：IA、EA、OE、FV
コートジボワール 有 有
エジプト 有 有
エチオピア 有 有
ガボン 有 有
ガンビア 有 有
ガーナ 有 有
ギニア 有 有
ギニアビサウ 有 5つのうち3指標：IA、EA、OE
ケニア 有 有
レソト 有 有
リベリア 有 有
リビア 有 5つのうち4指標：IA、RS、EA、OE
マダガスカル 有 有
マラウイ 有 有
マリ 有 有
モーリタニア 有 有
モロッコ 有 5つのうち4指標：IA、RS、EA、OE
モザンビーク 有 有
ナミビア 有 有
ニジェール 有 5つのうち4指標：IA、EA、OE、FV

無
有
有
無
有
無
有
無
無
無
無
有
有
有
無
無
有
有
無
有
無
有
無
無
有
有
無
有
有
有
無

表 3 に、改革指標とパフォーマンス指標のスコアを算出
するためのデータが入手できた国を示す。最初の列は、各
国について、改革指標を構成する 4 つの指標すべてを算出
するのに十分なデータが得られたかどうかを示している（得
られた場合は「有」）。改革指標の完全なスコアを算出する
ためのデータが一部不足している場合は、その分野を記載
した（スーダンの場合、規制改革の状況について十分なデー
タが得られなかった）。

次の列は、各国について、パフォーマンス指標を構成す
る 5 つの指標すべてを算出するのに十分なデータが得られ
たかどうかを示している（得られた場合は「有」）。パフォー
マンス指標の完全なスコアを算出するためのデータが一部
不足している場合は、5 つの指標のうち、サブスコアを算
出するのに十分なデータが得られた指標を記載した。

附 録 3

改革指標とパフォーマンス指標の対象国一覧
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ナイジェリア 有 有 有
ルワンダ 有 有 有
セネガル 有 有 有
南アフリカ 有 有 有
スーダン 規制改革指標に関するデータが不完全* 5つのうち3指標：IA、EA、OE 有
タンザニア 有 有 無
トーゴ 有 有 有
チュニジア 有 5つのうち3指標：IA、RS、EA 有
ウガンダ 有 有 有

ザンビア 有 有 有

ジンバブエ 有 有 有

* データの有無に関する記述で使用している略語：

・　RR＝規制改革指標
・　I A＝アクセス改善指標
・　RS＝供給の信頼性指標
・　EA＝電力の購入可能性指標
・　OE＝運用効率指標
・　FV＝財務的存続可能性指標

附 録 4

方法論 ― 改革指標とパフォーマンス指標

本調査の目的の 1つは、改革の現状と成果を評価するこ
とにある。改革が完全に実施され、最後まで遂行されたか
どうかを判断するだけでなく、その効果を評価するには、
成功裏に実施された改革と、その改革が終了した後の電力
セクターのパフォーマンス結果や状況との間に関係がある
かどうかを検証する必要がある。

我々は、電力セクターのいくつかの主要な変数に基づき、
パフォーマンスと改革の 2 つの側面に沿ってシンプルなラ
ンキングを作成できる指標化手法を考案した。この指標化
手法によって、規模、技術、パフォーマンス特性、商業構
造などの改革特性が大きく異なる電力システムの単純比較
を示すことができる。また、改革措置が電力システムのパ
フォーマンス特性とどのように相関しているのか、あるいは
相関していないのかを、予備的かつ暫定的に検証すること
もできる。

明確に定義された方法を用いて大量のデータを定量化、
加工してこれらの指標を作成することで、異なるタイプの
改革が電力システムのさまざまなパフォーマンスの側面に
どのような影響を与えたか、あるいは相互作用したかにつ
いて、いくつかの所見を得ることができる。しかし、これら
の単純な計算式は、作用する可能性のある多くの変数のう
ちわずかな数の変数しか考慮しておらず、この 2 つの側面

の間の決定的な原因、診断、関係を提示することはできない。
以下では、電力セクターの改革指標とパフォーマンス指

標の背後にある方法論について説明する。

改革指標（RI）

RI は、調査対象のアフリカ諸国で実施されたさまざま
なタイプの改革の度合いを示す数値ランキングである。こ
の方法論では、さまざまな発展途上国の電力セクター改
革を評価した世界銀行の最近の世界的調査（Foster et al 
2017）と、アフリカにおける電力規制改革の度合いに関
する AfDB の最近の調査（AfDB 2018）を利用している。
また、REN 21（REEEP）の国別プロファイル（REN 21/
Renewable Energy and Energy Efficiency Partnership 
2015）、主執筆者の過去の出版物 25、および現在のデータ
に関する机上調査のデータも使用した。

アフリカの特定の国における電力セクター改革の全体的
な度合いを、規制、再編、競争、PSP という電力セクター
改革の 4 つの側面を用いて評価する（表 4 参照）。それぞ
れの国について、現在行われている改革の各側面における
度合いを判断し、100 点満点でスコアをつける。4 つのス
コアの平均が、100 点満点の総合指標となる。

25 オックスフォードポリシーマネジメントの「エネルギーと経済成長」ナレッジシリーズは、ケープタウン大学経営大学院に本拠を置く「アフリカにおけるインフラ投資改革・規制の管理」（MIRA）研究グルー
プが作成している。
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表4 ― 改革指標のスコア配分

1
規制  

規制機関なし 規制機関あり
1つのカテゴリー
（独立性／
　成熟度／
　法的権限）

2つのカテゴリー
（独立性／
　成熟度／
　法的権限）

3つすべて：
独立性＋成熟度
＋法的権限

0 10 最大40 最大70 最大100

2
再編
 

垂直統合 部分的な
垂直分離

完全な
垂直分離

垂直および
水平分離

0 33 67 100

3 
競争  

独占 IPPが稼働 シングルバイヤー
モデル 二者間契約 競争市場

0 25 50 75 100

4
PSP

完全な
公的所有

発電または
配電における

PSP
送配電における

PSP

0 50 100

総合改革指標 ― 4つのスコアの平均（100点満点）

以下では、改革の4つの側面のそれぞれを定義し、指標のスコアリングパラメータについて説明する。

表5 ― 規制機関の成熟度に関するスコア配分

設立からの年数 スコア ― 成熟度

3年以下 0

4～7年 5

8～11年 10

12～15年 15

16～19年 20

20～23年 25

23年超 30

規制改革

規制改革とは、電力セクター活動の商業的側面、時には
技術的側面について規制決定を行い、場合によっては規制
政策を策定する法的責任を有する独立機関を正式に設立す
ることを指す。規制機関が法律または法令によって設立さ
れることに加え、実際に政治的影響から独立しており、規
制機関の意思決定や規制対象事業体（電力会社などを含む）
との関係において適切な公平性を確保できることが重要で
ある。

サブ指標を使用して、規制改革の度合いを判定する。

・　�規制機関なし。電力セクターの規制を実施するための
独立した官庁や法定機関が存在しない。規制は政策と
法律によって策定され、政府部門によって実施される。

・　�規制機関あり。規制機関は存在するが、規制機能を遂
行するための法的権限や、政府・政治当局からの運営上・
財務上の独立性など、規制改革を完全に遵守するため
に必要な他の特性を欠いている場合がある。

・　�規制機関は、規制改革のベストプラクティス要件を満
たす 1つまたは複数の特徴を備えている。以下で定義
するように、規制機関は機能を遂行するための法的権
限、制度的成熟性、運営上・財務上の独立性のうち、1
つ以上を享受している。

規制改革指標（RRI）では、規制機関を、その成熟度、
法的権限、独立性に応じて以下のように定義し、評価する。

・　�法的権限。これは、規制機関が電力法のみまたは大統
領令によってではなく、法律（電力法と規制法）によっ
て設立されていることを意味する。これにより、政府や
指導者の交代によって規制政策の劇的あるいは予測不
能な変化が生じる可能性を防ぐことができる。電力セ
クター法および規制法を通じて設立された規制機関は、
大統領令によって設立された規制機関よりも規制枠組
みの遵守を奨励する度合いが大きい。また、法律によっ
て設立された規制機関は信頼性や投資家からの信任が
増す。

・　�成熟度。原則として、成熟した規制機関は、公平な料
金や料金設定、技術的規約や規則の設定、電力セクター
の将来のプレーヤーへのライセンス付与など、財務的・
技術的規制を遂行するための経験や能力がより優れて
いる。規制機関の制度的成熟度に応じて、以下のよう
に点数をつける。
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規制機関の独立性のレベルに応じて、以下のように点数をつける。
表6 ― 規制機関の独立性に関するスコア配分

規制機関の独立性 スコア ― 独立性

運用（15点満点）

規制機関職員の任命は、政府の決定だけでなく、
業界団体や市民社会にも依存している

15

財務（15点満点）
予算は政府の割り当てに全面的に依存している 0
予算はライセンス料、賦課金、助成金、政府の割り当てに依存している 7.5
予算はライセンス料と電力売上高の一部に依存している 15

再編改革

再編改革とは、電力セクターを垂直統合型の国営独占電
力会社から、以下の 2 つの側面に沿って（通常は段階的に）
移行させることを指す。
・　�完全な垂直分離とは、発電、送電、配電の各サービス

を個別の企業に分離することである。
・　�水平分離とは、複数の企業が並行して事業を行うこと

を認め、発電や配電サブセクターでの競争を可能にす
ることである。

各国は、電力セクターでの競争を促進するために再編措
置を導入することが多い。構造改革は通常、垂直統合から
完全な垂直・水平分離まで、4 つの段階を経て進められる。
・　�垂直統合。発電、送電、配電事業は、垂直統合された

1つの企業によって行われる。
・　��部分的な垂直分離。発電と送電・配電事業が分離され

ているか（送電と配電は統合されたまま）、配電と送電
が分離されている（発電と送電は統合されたまま）。

・　�完全な垂直分離。発電、送電、配電事業は互いに分離
されており、商業的にも法的にも異なる事業者として機
能する。

・　�完全な垂直・水平分離。完全な垂直分離を超えて、発
電と配電をさらに複数の企業に分離し、市場での競争
を可能にする。

競争改革

競争改革とは、電力セクターのサービスを、独占的なサー
ビスプロバイダーから完全な小売競争へと連続的に移行さ

せることを指す。競争改革の目的は、コストを効率水準に
引き下げるには競争が有効であるという論理を通じて、サー
ビスプロバイダーの業務を最適化することで、電力セクター
の効率とイノベーションを推進することにある。自然独占は
規模の経済が伴うため、電力セクターではより効率的であ
るとしばしば考えられてきた。だが、経済効率に優れた小
規模再生可能エネルギー技術の台頭により、今やその認識
は変わりつつある。競争改革の動きは、次の 4 つの段階に
分けられる。
・　�独占。1つの企業が発電、送電、配電、小売を担当する。
・　�独立発電事業者（IPP）。上記の状態から、発電に民間

セクター参加（PSP）を導入する。IPP は、信頼できる
オフテイカーの支援を受けて、新規発電所を建設・運
用する権利を競うことが認められる。

・　�独占電力会社との PPA。
・　�シングルバイヤーモデル。シングルバイヤー（単一購

入者）がすべての発電会社から電力を購入し、その後、
配電会社や小売会社、および製造業企業や商事会社な
どの大口卸売顧客に電力を販売することができる。シン
グルバイヤーは、送電事業者、配電事業者、または送
電と配電（場合によっては小売）を統合した事業者の
いずれかである。シングルバイヤーは発電事業を行う
ことはできない（このモデルは、例えば完全な垂直分
離や、発電事業と送配電事業の分離の後に続くもので
ある）。要するに、シングルバイヤーがエンドユーザー
への電力販売を独占する。

・　�第三者アクセスを伴う二者間契約。送電会社やその他
の事業体は、小売顧客のポートフォリオのための電力の
シングルバイヤーとして活動する。一方、配電会社や

独立性。これは、規制機関が運営上・財務上（予算上）
の独立性を有することを意味する。規制機関の独立性は、
政治当局と規制機関の間で生じ得る利益相反を制限する。
運営上の独立性は、規制委員や理事の任命と行動に関する

規則やプロセスと関連しており、これには被任命者の規制
対象企業や電力会社との職業的・金銭的関係に関する規則
も含まれる。規制機関の財務的独立性は、規制機関の予算
が政府の拠出金にどの程度依存しているかに基づく。
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表7 ― 電力セクターPIのスコア配分

側面 指標 満点

電力アクセス
総合電力アクセス（世帯数に占める割合） 50

100
電力アクセスの改善（2007年～2016年） 50

供給の信頼性 電力供給の質 100

購入可能性 電力コスト（1人当たり所得に占める割合） 100

運用効率、内訳：
技術的損失（逆百分率） 50

100
内訳： 50

財務的な存続可能性 電力会社のコスト回収（収入に占める割合） 100

総合指標 ― 5つのスコアの平均（100点満点）

製造業企業などの大口顧客は、無差別の第三者アクセ
スベースで送電網を介して電力を託送することで、発
電会社から電力を直接購入することができる。この段
階では、電力セクターの完全な垂直分離が必要になる。

・　�卸売市場での競争。独立した系統運用者や市場運用者
の支援を受けて、複数の発電会社が複数の配電会社や
その他の大口適格顧客に電力を直接販売する電力市場
である。このレベルの競争では、スポット購入と長期契
約の両方が可能で、補助サービス市場が含まれること
もある。小口顧客は、地元の配電会社からしか電力を
購入できない。

・　�小売市場での競争。電力市場の需要サイドはすべての
顧客に開かれており、、卸売市場での競争と異なり配電
会社や大口顧客に限定されてはいない。この段階では、
配電会社と小売会社の垂直分離が必要であり、その場
合、配電会社は多数の電力小売会社にオープンアクセ
スの託送サービスを提供する。

PSP 改革

PSP は改革の他の側面と強く結びついている。PSP を導
入することで効率化のためのインセンティブが生まれ、通
常は競争市場が実現する前に、商業的原則に従ってビジネ
スを行えるようになる。ここでは、電力セクターにおける
PSP の導入度の違いを簡単に説明する。
・　�公的所有。すべての発電会社と配電会社が公的所有・

管理の下にある。
・　�1つのセグメントにおけるある程度の PSP：

a. 発電：少なくとも1つの発電会社が民営化されてい
るか、発電に関して少なくとも1つの官民パートナー
シップ（通常は IPP）が存在する。
b. 配電：少なくとも1つの配電会社が民営化されてい
るか、配電に関して少なくとも1つの官民パートナー

シップ（通常は管理契約またはコンセッション）が存在
する。

・　�発電と配電の両方におけるある程度の PSP。少なくと
も1つの発電会社と1つの配電会社が民営化されてい
るか、何らかの形の PSP が導入されている。

パフォーマンス指標（PI）

本セクションで使用するデータは、アフリカ再生可能エ
ネルギーアクセスプログラムが資金を提供し、世界銀行の
エネルギーセクター管理支援プログラム（ESMAP）が支援
するプロジェクト「Making Power Affordable for Africa 
and Viable for Its Utilities（電力をアフリカにとって購入し
やすいものにし、電力会社にとって存続可能なものにする）」
から世界銀行が提供したデータベースから入手したもので
ある（Kojima and Trimble 2016）。その他のデータソース
としては、世界銀行の「万人のための持続可能なエネルギー

（SE4ALL）」データベース、世界経済フォーラムの国際競
争力指数データセット、および最新データに関する机上調
査などがある。

世界銀行によると、電力会社のパフォーマンスは、電力
へのアクセス、サービスの質、（接続やサービスの）購入可
能性、電力会社の財務的存続可能性、エネルギーミックス、
という 5 つの側面を通じて説明することができる（Trimble 
2018）。同様に、PI ではアクセス、供給の信頼性、購入可
能性、運用効率、財務的な存続可能性という 5 つの側面か
ら構成される 1つのスコアを、5 つの指標を統合して算出
する。表 7 に、電力セクター PI のこれら 5 つの側面と、各
側面の加重スコアを算出するのに用いる指標を示す。国ご
とに、入手可能なデータに基づき、パフォーマンスの各指
標に対して 100 点満点のスコアをつける。5 つのパフォー
マンス指標の合計スコアの平均が、100 点満点の総合スコ
アとなる。
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電力アクセスの改善

電力アクセスは、電力セクターのパフォーマンスを反映
するために、ほぼ例外なく測定される。ここでは、多くの電
力セクター関係者と同様に、アクセスを「特定の地域また
は一連の集落における（農村部および都市部の）家庭用電
力接続の割合」と定義する。アクセスの改善に関する指標
は、国内の実際の電力アクセス率（2016 年時点）と、約
10 年間（2007 年～ 2016 年）に国内で達成されたアクセ
ス率の改善度合いという 2 つのサブ指標を組み合わせたも
のである。電力アクセスの加重スコアは、（本調査対象のう
ち）電力アクセススコアと改善率が最も高いアフリカの国を
基準として指標化される。

供給の信頼性

システムの信頼性に関するデータが乏しいため、電力供
給の質に関するデータを用いて調査対象システムにおける
電力供給の信頼性を定量化した。アフリカのほとんどの電
力セクターにおいて、標準的な信頼性データである系統平
均停電時間指数（SAIDI）と系統平均停電頻度指数（SAIFI）
は細分化されており、一般的には記録されていない 26。代
わりに、1年間に起きた停電や電圧変動の頻度と規模に基
づき、電力供給の質を1から 7 までの尺度で記録したデー
タを用いて、「供給の信頼性」指標を表わす（1はまったく
信頼性のないシステム、7 は極めて信頼性の高いシステム
を意味する）。調査対象各国の「供給の信頼性」スコアは、
非常に信頼性の高いシステムのスコア（スコア 7）を基準
にして指標化される。

電力の購入可能性

電力は、アクセス可能で信頼性が高いことに加え、エン
ドユーザーにとって手頃な価格であることが望ましい。料
金のデータ、種類、構造は、アフリカの電力セクターごとに
固有性が高く、大きく異なる。電力の購入可能性は、各国
の 1人当たり所得に対する電力コストとして概算される 27。

世界銀行の「ビジネス環境の現状」データセット（World 

Bank 2018）を使用して、電力の購入可能性を指標化する。
電力の購入可能性の加重スコアは、（本調査対象のうち）最
も手頃な価格の電力を提供しているアフリカの電力会社を
基準にして指標化される。

運用効率

運用の非効率性を排除することで、電力会社の持続可能
性や、電力セクターに新規投資を呼び込む力が向上する。
運用効率は、損失（技術的損失および非技術的損失）と人
員過剰に分けられる。

本調査では、技術的損失と非技術的損失のみを考慮する。
人員過剰を取り扱ったデータは少ない。さらに、人員過剰
に関して入手可能なわずかなデータからは、明確な傾向ま
たは一貫性のある傾向が見出せなかった。例えば、データ
を見ると、電力セクターの規模（1人当たりの設備容量とし
て測定）が大きくなるほど、過剰人員という要因の比率が
高くなるようだ。

この指標では、送配電損失としての技術的損失を通じて、
運用効率を測定する。技術的効率性にスコアをつける際に
は、技術的損失が 10％未満（つまり技術的効率が 90％超）
の場合はシステムに 50 点満点をつけ、技術的損失が 10％
以上の場合は技術的損失の逆百分率でスコアをつける。非
技術的損失には、盗難や請求の非効率性による損失が含ま
れる。このサブ指標は、100％の回収率を基準として指標
化される。

財務的な存続可能性

電力会社が既存の資産を維持し、電力アクセスを拡大す
るための資金を調達し、サービス提供を向上させるために
は、財務的な存続可能性または持続可能性が重要である。
財務的な存続可能性が高ければ、電力会社の信用力が向上
し、ひいては投資収益の確実性が高まることで、電力セク
ターへの新規投資を呼び込むことができる。財務的な存続
可能性の指標は、電力会社の収入に対する収支差額の比率
で測定され、本調査対象のうち財務的な存続可能性が最も
高いアフリカの電力会社を基準にして指標化される。

26 SAIDI：需要家 1 軒当たりの年間平均停電時間、SAIFI：需要家 1 軒当たりの年間平均停電回数
27 コスト要素には、施設を電力に接続するための手続きを完了するのに必要なすべての手数料や費用が含まれる（付加価値税は除く）。これには、政府認可の取得、接続の申請、敷地と内部の配線検査、材料の

購入、実際の接続作業の確保、適用される保証金の支払いなどの関連費用が含まれる。
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本セクションでは、MIRAデータベースから作成したチャートと、2019年のアフリカのIPPに関する追加情報を掲載する。

図23 ― 各国のIPPの設備容量

図22 ― 各国のIPP総投資額

図21 ― 各国のIPPの数

附 録 5

アフリカの IPP に関する追加データ
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